


序     文 
 

 日本政府は、メキシコ合衆国政府の要請に基づき、同国ユカタン半島東部沿岸地域衛生環境管

理計画調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することといたしました。 

 当事業団は本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成14年７月12日か

ら平成14年７月19日まで、当事業団の河合恒二メキシコ事務所所長を団長とする予備調査団を派

遣し、本件の背景を確認するとともにメキシコ合衆国政府の意向を聴取しました。また平成14年

10月14日から同年11月５日まで、当事業団の田中研一国際協力専門員を団長とする事前調査団

（Ｓ／Ｗ協議）を派遣し、本格調査に関するＳ／Ｗに署名しました。 

 本報告書は、これらの調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に

資するためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成14年11月 

 

国際協力事業団 
理事 泉  堅二郎 
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第１章 調査概要 
 

１－１ 要請の背景及び事前調査の目的 

ユカタン半島東部沿岸地域は自然環境が豊かで、この自然資源を利用し、生活する少数民族が

多く居住し、また歴史的遺跡が多く、観光産業は国家レベルでの外貨獲得手段となっている。し

かし近年環境配慮が不十分のまま観光開発が進められ、急激な人口増加が生じ、社会基盤整備が

追いついていないのが現状である。これに対しメキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）中央・

地方両政府は様々な法整備、戦略を策定するなど対策を施しているが、十分な対応がなされず沿

岸や生活環境への影響が懸念されている。 

 2001年３月、国際協力事業団（JICA）は日米共同プロジェクト形成調査団を派遣し、当該沿岸

地域の環境保全に係る援助ニーズが高いことを確認した。 

 2001年５月、メキシコ政府から本件の要請が提出されたが内容が明確でないことから、2002年

７月予備調査を実施し、事前調査派遣に必要な調査フレームワークを協議、緊急に解決すべき下

水及び廃棄物処理に関する協力が必要であることを確認した。これを受け、2002年10月事前調査

団を派遣することとした。 

事前調査団は開発調査に係る内容、範囲及び実施体制等を確認し、現地踏査及び資料収集を行

い、協力の方針・方法の検討を行った。その結果を実施細則（Ｓ／Ｗ）及び協議議事録（Ｍ／Ｍ）

に取りまとめ、10月23日チェトマル(Chetumal)において、環境天然資源省（SEMARNAT）キンタ

ナロー（Quintana Roo）支局と署名交換を行った。 

 

１－２ 調査団の構成及び調査日程 

(1) 調査団の構成 

氏 名 担当分野 所  属 派遣期間 

田中 研一 総括／環境管理 JICA国際協力専門員 10/14～10/26 

遠藤 浩昭 調査企画／事前評価 
JICA社会開発調査部 
社会開発調査第二課 

10/14～10/26 

田中恵理香 社会環境／住民参加 
グローバルリンクマネージメント㈱ 
社会開発部研究員 

10/14～11/６ 

福田 文雄 下水処理 
株式会社ソーワコンサルタント 
代表取締役 

10/14～11/６ 

行平 英基 廃棄物処理 
株式会社ケイディテック 
取締役 

10/14～11/６ 
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 (2) 調査日程 
 
日順 月日 曜日 調査内容 

１ 10月14日 月 成田→メキシコシティ 

２ 10月15日 火 
JICAメキシコ事務所打合せ、日本大使館表敬、米国国際開発庁（USAID）・
米州開発銀行(IDB)と意見交換、国際協力庁(IMEXI)、環境天然資源省
(SEMARNAT)など表敬 

３ 10月16日 水 
メキシコシティ→プラジャ・デル・カルメン（移動） 
現場視察（ソリダリダ自治区：プラジャ・デル・カルメン） 

４ 10月17日 木 
プラジャ・デル・カルメン→チェトマル（移動） 
現場視察（ソリダリダ自治区：Chemuyil、トゥルム、フェリペ・カリジョ・
プエルト自治区：フェリペ・カリジョ・プエルト） 

５ 10月18日 金 
関係機関合同会議：SEMARNAT、 州都市開発環境局(SEDUMA)、州上下水
道公社(CAPA)、オトン・ペ・ブランコ自治区、国家水委員会(CNA)他 

６ 10月19日 土 
現場視察（オトン・ペ・ブランコ自治区：Calderitas、 Luis Echeverria Alvarez, 
ラグナ・ゲレロ、 チェトマル） 

７ 10月20日 日 
現場視察〔オトン・ペ・ブランコ自治区：バカラール、マハワル新市街地、
モニタリングセンター(草の根無償)等〕 

８ 10月21日 月 Ｓ／Ｗ協議 

９ 10月22日 火 
Ｓ／Ｗ協議 
SEDUMA打合せ、キンタナロー州立大学意見交換 

10 10月23日 水 
Ｓ／Ｗ署名 
（官団員）チェトマル→メキシコシティ（移動） 

11 10月24日 木 
財務省(SHCP)と意見交換、JICAメキシコ事務所報告 

（コンサルタント団員）補足調査 

12 10月25日 金 メキシコシティ→                （同上） 

13 10月26日 土 →成田着 

14 10月27日 日  

15 10月28日 月  

16 10月29日 火  

17 10月30日 水  

18 10月31日 木  

19 11月１日 金  

20 11月２日 土  

21 11月３日 日 チェトマル→メキシコシティ 

22 11月４日 月 JICAメキシコ事務所報告 

23 11月５日 火 メキシコシティ→ 

24 11月６日 水 →成田着 
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１－３ 協力の方向性及び留意事項／団長所感 

 本件関係者（連邦政府、地方州政府及び郡・市）との協議並びに現場視察の結果から、本格調

査における協力の方向性を下記のとおり検討した、キンタナロー州の開発調査対象の３郡〔オト

ン・ペ・ブランコ（Othon P．Blanco）、フェリペ・カリジョ・プエルト（Felipe Carrillo Puerto）、

ソリダリダ（Solidaridad）〕では、米州開発銀行（IBD）資金の活用を前提とした下水処理や廃棄

物処理に関するフィージビリティ・スタディ（Ｆ／Ｓ）などが徐々に進行しつつある。しかしなが

ら、メキシコのコンサルタント会社などによって作成されたレポートの熟度が、事業の実施にあ

たって必ずしもIBD並びにメキシコの公共事業銀行（BANOBRAS）の融資条件に達していない可

能性もある。したがって、事前調査の後半に行われることとなる現況把握の詳細調査の結果を踏

まえて、先方の要望である衛生環境マスタープラン（Ｍ／Ｐ）（2015年）の策定支援、並びに先行

Ｆ／Ｓに対する部分的な支援の可能性を探る。また、小規模集落を対象とする排水処理、廃棄物処

理のモデルプロジェクトを、住民参加と環境啓蒙活動と併せて実施し、そのＦ／Ｓの結果に基づい

て事業化をめざす。 

 モデルプロジェクトの計画にあたっては、環境NGOのシアン・カーンの友（Amigos de Sian 

Ka’an）が中心となって運営する草の根無償資金協力によってマハワル地区に建設された「コス

タ・マヤ海岸管理研究モニタリングセンター」に設置されている小規模排水処理施設（キンタナ

ロー州立大学の協力）の実験結果も参考になる。なお、適正技術を用いた小規模集落の排水処理、

廃棄物処理に関するモデル・プロジェクトを将来普及させるためには、IBD資金の運用を管轄し

ているBANOBRASの代表が、本件ステアリング・コミッティに入ることが望ましい旨、メキシコ

財務省の国際資金協力総局次長との懇談のなかで確認を行った。財務省並びにBANOBRASの参画

は重要であり、この点についてカウンターパート（Ｃ／Ｐ）代表機関であるSEMARNATが積極的な

調整を実施するように促すことが必要である。 

 基本的な考え方は以下のとおりである。 

 

(1) メキシコ側関係機関との連携 

 本件は以下のとおり関係機関が多いため、各機関との意志疎通、協力体制の構築が重要で

ある。 

 1) キンタナロー州政府、自治体、大学、環境NGO 

都市開発環境局（キンタナロー州政府の部局）（SEDUMA）、キンタナロー州上下水道公

社（CAPA）、キンタナロー州立大学、シアン・カーンの友等） 

 2) 連邦政府〔SEMARNAT、国家水委員会（CNA）〕 
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(2) 開発調査終了後の事業実施 

 本調査で提言される内容は、主としてIBDの融資による事業化を想定している。したがっ

て、調査期間中はIBDのメキシコ事務所及び他国・他ドナーからの資金援助の窓口機関であ

るメキシコ大蔵省とも適宜連絡・調整を図る。 

 

(3) 衛生環境に関する包括的なＭ／Ｐ作成支援 

 下水（CNA、CAPA）、廃棄物の衛生埋立場（自治体）に関しては、部分的にメキシコ国内

のコンサルタントに委託され、施設設計・施工などが実施されつつある。しかしながら、自

治体の本分野における人材の不足も影響し、行政側の監督責任を果たせる体制が伴っていな

い。したがって、開発調査によってＭ／Ｐの策定支援を行う。 

 

(4) 小規模な集落に焦点をあてたモデルプロジェクトの実施 

 Ｍ／Ｐのなかから、メキシコ側と十分協議のうえ優先的に実施すべきプロジェクトを決定

する。優先プロジェクトは、先方が都市部の地下水汚染対策を特に懸念していること、及び

小規模な下水及び廃棄物処理事業のための適正技術を開発することが必要であることなどを

念頭に選定する。 

 また、これらの優先プロジェクトは安価でないと普及しないという現状があるため、それ

をモデルプロジェクトとして実施し、そのフィージビリティ評価を通じて効果的で実現可能

なものか実証することとする。 

 

(5) 住民参加型のプロジェクト形成 

 モデルプロジェクトについては環境教育を積極的に盛り込んでいく。 

 1) 社会調査及び住民環境啓蒙活動 

 キンタナロー州立大学の社会科学研究チーム、シアン・カーンの友などNGOの参画が必

須。 

 2) 環境教育教材の製作、配布の支援等 
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第２章 キンタナロー州沿岸環境保全に係る実施体制 
 

２－１ 沿岸環境保全政策 

２－１－１ 沿岸環境保全策の基本的枠組み 

 メキシコ連邦政府は、1994年に環境関連機関を統合して「持続可能な環境保護政策」を推進

する中心機関として連邦政府内の行政組織であるSEMARNATを設立した。SEMARNAT及び

SEMARNAT直属の独立機関（５機関）が、連邦政府の環境行政を実施する主管官庁である。 

 基本的な沿岸環境保全政策は、連邦政府レベルでは｢国家開発計画｣により、州政府レベルで

は｢州政府基本計画｣により各政権が政策を打ち出す。さらにセクター別にプログラムが策定さ

れ、より具体的な政策や行動計画を策定する。州政府レベルでは、環境管理を所轄しているの

はSEDUMAである。本局は環境管理と都市開発を兼務する。国の｢環境セクターのプログラム｣

は、SEMARNATで作成され、キンタナロー州の環境セクタープログラムは、SEDUMAにより策

定される。このようにそれぞれの行政レベルで環境保全政策が実施される。 

 近年メキシコでは、地方分権化政策が推進されており、州政府や地方自治体（郡）も自治権

を持ち、環境分野においても政策の策定と実施を行う。したがって沿岸部の環境保全政策には、

連邦政府、州、郡の３段階に分かれた環境政策が存在する。これに加え、SEMARNAT内でも環

境保全に対する行政分担が細分化されている。水質管理を例にあげれば、内水面は基本的に

CNAが、沿岸海域は環境庁（INE）が、そしてそれ以外の領海内は海軍の管轄になる。また、

上下水道の場合は、州政府や郡の所管になり、水質汚染は環境保全検察庁（PROFEPA）と当該

地方自治体の管轄になる。これら縦割り行政の枠組みと３段階に分かれた国・州・郡レベルで

の管理体制により、沿岸環境保全の包括的な施策は複雑になっている。 

 

２－１－２ 連邦政府、州政府及び郡による環境政策にかかわる計画 

(1) 国家開発計画（2001～2006年） 

 メキシコの開発に対する基本的方針を示す。本計画に付随してセクター別のプログラム

が提示される予定であるが、現時点ではまだ公表されていない。 

 

(2) 土地環境整備プログラム 

 土地環境整備（OET）は、連邦政府をはじめ州政府と地方自治体の環境政策でもあり、

健全な土地利用と適切な規制を実施する。OETを州内各地域で実施することは、州におけ

る環境保全のための基本政策になっており、OETプログラムとして実施されている。この

OETプログラムの主要な目的は、①脆弱かつ生物多様性の高い生態系の保護、②天然資源

の適切な利用の促進、③当該地域での生産活動の強化となっている。 
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 OETは、生態系や地域の社会的条件に基づくゾーニング（区画化）を通じて、持続可能

な土地利用規制を示す。ゾーニングの分類として、都市部、都市保留地、観光開発地、イ

ンフラサービス用土地、工業用地、環境保護地区、農地、放牧地、森林等がある。 

 キンタナロー州では、世界自然遺産保護区のシアン・カーン（Sian Ka’an）、コスタ・マヤ

（Costa Maya）、カンクン（Cancun）-トゥルム（Tulum）観光回廊、コスメル（Cozumel）でOET

が施行されている。OETは、連邦政府、州政府と郡が共同で行う環境政策であり、健全な

土地利用と適切な規制を実施するための手段である。郡レベルのOETに対する役割は、連

邦政府が公示したOETに従い、郡が土地利用の規制を適用することである。具体的には、

郡が担当する地域において、新しい土地利用の規制を監視したり、土地の利用規制を遵守

させることである。 

 

(3) キンタナロー州政府基本計画（1999～2005年） 

 州政府の政策の根幹をなす計画であり、28のセクタープランより構成されている。環境

セクターでは、環境保全の重要性を認識し、かつ民間企業の持続可能な発展を前提とした

社会生活の向上を達成すること、及び持続可能な開発を中核理念とし、環境法〔キンタナ

ロー州環境保護法（LEEPA）〕を基本とした環境セクターのプログラムを策定することの２

つの目的をあげている。 

 

(4) キンタナロー州環境エコロジープログラム（2001～2005年） 

 SEDUMAが策定した環境管理に関する中期的計画である。天然資源保全、環境基準監視、

連邦政府・州・地方自治体・住民参加による環境管理推進、環境汚染防止、環境教育に関

して目標及び行動計画を示している。 

 

(5) キンタナロー州総合開発戦略プラン（2000～2025年） 

 州政府が策定した25年間の長期総合開発計画で、農業、林業、水産業、製造業、観光業

のそれぞれのセクターに対して人的資源、天然資源、土地利用計画、法的枠組み、インフ

ラ整備等を取り上げ、計画としてまとめている。異なるセクターや戦略要素を有機的に関

連づけ、行動計画を示している。 

 同計画の環境分野では、戦略として①土地環境整備の促進、②環境汚染の防止とコント

ロール、③環境管理のための明確な基準の策定をあげている。下水処理場及び廃棄物最終

処分場建設についても提案している。 
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(6) 郡レベルの計画

　郡レベルで環境行政を実施する部署は環境部又は都市開発環境部であり、郡の実情に合

わせた環境管理政策を策定している。財務状況や経験・能力の相違により、環境管理策や

その実施には、自治体間で差異が認められる。以下は環境管理計画を含む郡の計画である。

 1) ソリダリダ郡環境アジェンダ(Agenda Ambiental)

ソリダリダ郡の環境保全計画。下水処理及び廃棄物管理の改善計画を含む。

 2) Plan de Desarrollo Municipal 1999～2002（オトン・ペ・ブランコ郡）

　オトン・ペ・ブランコ郡の開発計画。そのなかに下水処理及び廃棄物管理の改善計画

が含まれる。

　郡の環境課が扱う最も重要な業務の１つは、郡内で生じる廃棄物の処理である。また、

州政府や連邦政府の州支所と協力して、各家庭からの生活廃水の処理や下水道・汚水処理

の改善（トイレのし尿処理を含む）、環境破壊の防止、一般市民からの環境関連の苦情の

処理、住民への環境教育も実施する。

(7) チェトマル湾マナティーサンクチュアリーに関連する沿岸部管理プログラム(Programa de

Manejo de la Zona Sujeta a Conservación Ecológica – Santuario del Manatí en Bahía de Chetumal)

　キンタナロー州立大学と南部国境学術協会（大学院大学）（ECOSUR）が州政府の委託

を受け作成した。チェトマル湾内のマナティーサンクチュアリーに影響を与える沿岸部の

環境管理に関するプログラムである。

２－２　　沿岸環境保全の法制度

２－２－１　環境法の法制度の枠組み

メキシコにおける環境関連の法令は、①大きく分けて国際法（条約、協約、議定書等）、②

メキシコの連邦法及び細則や基準、③州政府により制定されている州法や州条例、④各地方行

政組織（郡）による自治体条例である。

環境法の統合や再編成により、連邦政府の環境保全の基本法として1988年に環境保護基本法

（LGEEPA）が制定された。そのなかでは、環境政策、天然資源の保護と利用、規制と処罰、

そして連邦と州政府・各郡の環境行政における権限、地方分権化政策等が規定されている。

環境基準は、メキシコ公定基準（NOM）により規定され、1994年より施行されている。ま

た、環境行政や天然資源管理全般を管轄する省庁を、SEMARNAT〔当時は環境天然資源漁業

省（SEMARNAP）〕とすることが、1994年の連邦政府機関組織法により規定された。
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２－２－２ 沿岸環境管理保全の法制度 

環境保全に関してメキシコが批准している国際環境法、メキシコ連邦法、キンタナロー州政

府の州法・条例、各地方自治体が制定している条例等を以下に記す。 

 

(1) 国際レベル 

 1) 国際環境法 

メキシコが批准している一般条約の主なものは、生物多様性条約、気候変動枠組み（地

球温暖化防止）条約、ウィーン条約、モントリオール議定書等である。これらは、世界

的な枠組みのなかで環境保全を実施する制度として機能している。 

 

(2) 連邦政府レベル 

 1) LGEEPA（1988年、2001年一部改正） 

メキシコの環境保全のための基本法である。この法律では漁業、森林、土壌、大気、

水質などを網羅し、環境保護のための手段や連邦政府、州、郡等の役割分担を規定して

いる。環境政策の根本原理を規定し、環境保護や各州の都市計画の規定等も含む。また、

地方の環境管理を実施するうえで実質的な方策であるOET等も規定している。 

本法律には、８項目の細則はあるが、キンタナロー州で適用されるものは、以下の７

項目である。 

・環境影響に関する細則 

・有害廃棄物に関する細則 

・大気汚染の防止と管理に関する細則 

・廃棄物その他の物質の海洋投棄による汚染の防止と管理に関する細則 

・騒音公害に対する環境保護のための細則 

・有害廃棄物と有害物質の陸上輸送に関する細則 

・自然保護区域の細則 

 2) 連邦行政組織法（1976年） 

連邦政府の組織の機能や管轄等を規定している法律である。環境行政については、連

邦行政組織法の第32条で、SEMARNATが連邦政府管轄の天然資源の持続可能な利用のた

めの規制と管理をすることを規定している（石油と放射性の鉱物以外）。 

 3) 狩猟法（1952年） 

野生動物の利用（狩猟）や保護を規定する。 

 4) 森林法（1992年） 

森林資源の持続可能な開発を目的とし、保全、回復、利用、管理、生産等を規定する。 
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 5) 国家水資源法（1992年） 

地下水、水利権、排水、湿地帯等を国家が管轄するための法律。持続可能で総合的な

水資源開発ための取水、利用、利権、分配と管理、量と質の保全等が規定されている。

本法は水質汚濁防止・規制にかかわる細則(1994年)をもつ。 

 6) 農業法（1992年） 

都市化や天然資源の利用における個人の所有権に関する規定や、入植法・環境保護基

本法にかかわる農業活動を調整する規定を含む。また、環境保護のため自然保護区と地

域の先住民共同農地（Ejido）の都市化を規制する。 

 7) 入植一般法（1993年） 

土地利用や都市開発における連邦政府、州政府及び地方自治体の権限と入植が行われ

る土地利用に関する計画や規則、集落の保全・改善・開発について規定する。都市開発

に関しては、州政府や自治体に条例や計画を交付する権限があるとしている。 

 8) 連邦海洋法（1986年） 

メキシコ憲法第27条に定めるメキシコ領海に関する法律である。領海における国の権

利、海洋の保全、天然資源（鉱物）の経済的利用、レクリエーションや観光開発の促進、

海面養殖等の海洋開発全般を規定している。 

 9) 刑法（1931年） 

1996年12月に、環境犯罪法（Delitos Ambientales）が第25章として新たに加えられ、環

境に損害を与える行為に対する法的責任を規定した。 

 10) 連邦度量衡標準化法（1992年） 

環境汚染を防止するためのメキシコ公的基準（NOM）を規定する法律である。NOM

にかかわる標準化、認定、認可、検査、情報公開等の項目を含む。同法の第38条及び40

条では、SEMARNATが環境保全にかかわるNOMを策定し交付する権限を有することを規

定している。本基準は、①大気汚染管理、②有害廃棄物質管理、③水質汚濁管理、④天

然資源保護、⑤環境整備と環境影響評価（Eｎvironmental Impact Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ：EIA）、

⑥騒音管理の６分野において設けられている。 

 11) 計画法 

政治的、文化的、社会経済的開発を達成させるための方策を定める法律である。計画

法により国家開発計画や環境政策を含む各セクタープログラムの策定が規定されている。

 

(3) 州政府レベル 

 1) キンタナロー州環境保護法（LEEPA、2001年） 

キンタナロー州憲法の第43編75項に州内の環境保全への義務が記述されている。その
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目的達成のためにLEEPAが制定されており、全７章から構成される。 

環境影響評価実施に関する本邦の条項のなかでは、州政府のSEDUMAが、開発事業の

環境影響評価、危険性調査、事業による影響の防止や軽減等について担当・実施するこ

とを規定している。また、環境管理計画における地方自治体の参画についても規定して

いる。 

 2) キンタナロー州行政組織法 

州政府内の行政機関の枠組みを定めており、同法の第19条では、環境と都市開発を所

管する組織としてSEDUMAを定めている。SEDUMAは本法の第34条に従い、都市開発、

入植、インフラ整備、公共事業、通信運輸、住宅、上下水道、環境管理の分野において、

調査と計画、政策やプログラムの策定、実施及び評価を行う。 

 3) キンタナロー州自治体組織法 

地方自治体の組織や機能を規定し、環境管理分野における地方自治体の権限と管轄を

定めている。 

 4) キンタナロー州上下水道法（Ley de Agua Potable y Alcantarillado del Estado de Quintana 

Roo、1981年） 

州の上下水道事業は、州政府と地方自治体がCAPAを通じて実施することを定めてい

る。 

 5) 州保健法（Ley Estatal de Salud） 

第187条に、廃棄物最終処分場建設地の選定にかかわる規定がある。 

 

(4) 地方自治体レベル 

メキシコ憲法第115条により、地方自治体は行政遂行のために独自の法的手段を策定する

権利を付与されている。各自治体は条例を定める権限を有しており、ソリダリダ、イスラ・

ムヘーレス（Isla Mujeres）、Benito Juarez郡では、環境管理条例を制定している。例えば、

ソリダリダ郡では、「Solidaridad郡生態系及び環境管理条例（Reglamento de ecologia y de 

gestion ambiental del Municipio de Solidaridad 1999）」が制定されている。 

この環境管理条例の実質的な執行は、自治体の環境行政を所管する環境部が実施してい

る。下水処理及び廃棄物処理にかかわる条例等は、第４章及び５章に記述する。 

 

２－３ 関連組織の実施体制 

 キンタナロー州で沿岸環境保全にかかわる組織は、連邦政府、州政府に属する組織、郡の行政

組織、NGO団体、大学等の教育研究機関である。次にそれらを記す。 
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 ２－３－１ 連邦政府機関 

(1) SEMARNAT 

 1994年に複数の省庁内行政機関を統合し設立された（設立当初は水産部門も含み2000年

までSEMARNAPと呼ばれた）。SEMARNAT直属の独立機関として、INE、CNA、PROFEPA、

自然保護地域委員会（CNANP）及び水技術研究所（IMTA）の５機関が存在する。これら

の組織は、SEMARNATの州支所とは別に、各州に支所を設けることができる。 

 SEMARNATは、キンタナロー州の州都であるチェトマルに州支所を置き、カンクンには

州北部出張所を置く。州支所は、自然環境保護にかかわる他機関との調整や環境影響評価

の協議・承認、自然公園・自然保護地域の管理、希少種の保護及びドナー組織やNGOの調

整など、州内の環境破壊や汚染の防止、天然資源と森林の管理にかかわる広範な活動を行

う。 

 INEは環境行政の政策決定機関であり、環境政策や基準を総合的に管轄し、環境政策の

立案、実施、評価を実施する。近年は、調査・研究を主体にした活動方針が打ち出されて

おり、環境モニタリングとデータ集積・分析も業務として行う。国家生物多様性認識利用

委員会（CONABIO）や国家森林委員会とも共同で活動を行う。 

 CNAは水資源行政と水域管理を国家水資源法に従い管轄する〔２－３－１（2）参照〕。 

 PROFEPAは、環境関連の法規制に関する査察機能を有し、州・郡レベルの環境行政に関

連する部署に対し、環境法規制の適応について助言等の支援を行う。また、一般の市民や

組織から環境関連の苦情が寄せられた場合には、実態調査を行い解決策を示す。 

CNANPは2000年６月に設立され、キンタナロー州において連邦政府管轄の自然保護地域

を管理する。 

IMTAは、水資源の利用にかかわる全般的な調査研究を実施する機関である。州内には支

所をもたないが、カンクンにおいて地下水系調査やBojorquezラグーンの水質浄化実験を行

っている。図２－１にSEMARNATの組織図を示す（上記独立５組織は除く）。 
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図２－１ SEMARNATの組織図 

 

(2) CNA 

 CNAは連邦政府の管轄下にあり、SEMARNATの独立した外局の１局として水及び水域の

環境管理の水行政全般を行っている。具体的な活動内容は、国家水法（Ley de Aguas 

Nacionales 1992）の下関連法規制に従い、以下の事項を行っている。 

 1) 国の水行政の基準の策定及び管理と監視 

 2) 水に関する法律の立案と遵守 

 3) 水利用の管理 

 4) 水利用開発に係る調査の実施と計画の策定 

 5) 持続可能な水資源の質・量両面の保全 

 6) 連邦政府が実施する水関連インフラの整備 

 7) 効率的で環境に不可を与えない水利用の技術革新 

図２－２にCNAの組織図を示す。ユカタン半島ではメリダ（Merida）に地域支局があり、

キンタナロー州支所がチェトマルにある。1981年以前は、各州と市町村自治体等の飲料水
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の供給や下水道行政もCNAが管轄していたが、1981年の法改正により、これらの権限と

責任は州政府に委譲された。

現在、キンタナロー州の各自治体における上下水道事業は、州政府機関であるCAPAが

行っており、CNAはCAPAを監督する立場にある。またCNAは上下水道に係る調査の実施

と計画の策定、並びに上下水道施設の整備を連邦政府予算でCAPAを通して行っている。

図２－２　CNAの組織図

(3) 海軍海洋部（Secretaría de Marina, Dirección General de Oceanografía Naval）

海軍では、チェトマル湾をはじめ沿岸海域内において、海洋環境汚染監視の立場から、
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２－３－２　地方自治体に属する機関

　地方自治体には、州政府及び郡の役所が含まれる。キンタナロー州の場合、州政府では
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技術総局
Subdirecion General

de Tecnica

オペレーション総局
Subdirecion General

de Operaccion

建設総局
Subdirecion General

de Construccion

水行政総局
Subdirecion General
Administracion del

Agua

プログラム総局
Subdirecion General

de Programacion

総局長（長官）
Direccion General

地域支局(13)
Genencias Regionales

州支所(20)
Genencias Estatales

総務局
Subdirecion General
de Administracion



―　 ―14

設置と管理、水質汚染防止、自治体の連携による環境問題解決等が環境関連業務として規定さ

れている。

　水質汚染の防止と持続可能な水利用にかかわる規範づくりと実施は連邦政府が管轄する。キ

ンタナロー州の上下水道及び下水処理施設整備に関しては、州政府機関のCAPAが郡と協力し

ながら上下水道整備にかかわる計画、設置、運営、維持管理等の実務を行っている。廃棄物の

排出、収集・運搬、処分にかかわる政策づくりと実務は、郡が主体となって実施する。

(1) SEDUMA

　キンタナロー州の環境管理を担当する。基盤施設部、都市開発部、環境部、技術部から

成り、①都市・地域開発計画の立案と実施、②道路等の基盤整備計画立案と実施、③環境

影響評価及び環境モニタリングの実施、④汚染防止対策の実施、⑤自然公園・保護地域管

理等を行う。SEDUMAの組織図は図２－３のとおりである。州内の開発事業の環境影響

評価や開発事業の承認等は、SEDUMAの環境部（Subsecretaría de Medio Ambiente）がLEEPA

に則して実施する。

図２－３　SEDUMAの組織図
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 (2) CAPA 

CAPAは、キンタナロー州全域の上下水道施設の計画・建設・運営・維持管理を行う州

の組織である。1981年の州上下水道法により、各州と地方自治体の飲料水の供給や下水道

行政の権限と責任は州政府に委譲され、CAPAはキンタナロー州全域の上下水道、汚水処

理施設の計画、建設、運営、維持管理、料金徴収を含む財務管理を管轄する。CAPAの収

支は「４－２－２ 上下水道料金とCAPAの財務状況」に示すように大幅な赤字であり、

料金収入のほかにCNA（連邦政府）と州政府からの補助金で賄われている。 

CAPAの組織は、州都チェトマル本部があり、カンクンに北部代表事務所（Delegacion Zona 

Norte）を置いている。また、チェトマル、オトン・ペ・ブランコ、フェリペ・カリジョ・

プエルト、ホセ・M・モレロス（Jose Maria Morelos）、コスメル、ソリダリダ、ラサロ・カ

ルデナス（Lazaro Cardenas）７か所に支局を置いている。図２－４にCAPAの組織図を示

す。職員数は現在1,000名を越えている。 
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２－３－３　郡の行政組織

　各郡では環境部又は都市開発環境部が環境行政を担当する。上下水道においては、1983年の

法改正（憲法第115条）により、地方自治体（郡）が上下水道整備を含む都市計画のための法

的権限を有することになった。下水処理や固形廃棄物処理も含めた環境管理のための条例や規

則を適宜制定することができる。

２－３－４　大学、研究機関及びNGO

(1) キンタナロー州立大学(UQROO)

沿岸環境保全を目的とする研究を行う。サンゴ礁やマングローブ生態系の研究をはじめ、

沿岸環境管理を目的とした下水及び固形廃棄物処理の小規模システム普及のための研究や

住民への環境教育普及にも取り組んでいる。米国ロード・アイランド大学やNGOのシアン・

カーンの友と協力関係があり、共同で沿岸環境管理にかかわる調査研究を実施している。

米国国際開発庁（USAID）は、ロード・アイランド大学を通じて、キンタナロー州立大学

の沿岸資源管理プログラム(MIRC-UQROO)に対して技術的かつ経済的支援を実施している。

(2) 技術システム生物学者協会（COBIOTEC）

　COBIOTECでは、農薬やサトウキビ精製工場からの廃水によるオンド川（Rio Hondo）

の水質汚染に関して調査を実施している。

(3) 南部国境学術協会（大学院大学）（ECOSUR）

　産業廃棄物、病原性廃棄物、危険廃棄物（廃水及び固形廃棄物）等の回収、運搬、最終

処分と環境影響にかかわる研究を実施する。チェトマル湾の水質モニタリングと水質分析

も実施している。

(4) Centro Ecol gico Akumal（NGO）

ソリダリダ郡リビエラ・マヤ（Ribiera Maya）地区において、沿岸環境保全を目的とし

た研究や環境教育を実施している。現在、廃棄物総合管理プログラム（Integrated Waste

Management Program、Advanced Waste Management Program）により、観光施設等から排出

されるし尿の処理やごみの分別収集による有機ごみのコンポスト化とリサイクルの活動

を実施している。

(5) シアン・カーンの友（Amigo de Sian Ka’an）（NGO）

　1986年に世界自然遺産にも指定されているシアン・カーン生物圏保護地域やその周辺地
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域の貴重な沿岸生態系を、積極的な社会参加により保全することを目的として設立された。

国際機関、連邦政府、州政府、民間、大学と連携して、沿岸資源管理、小規模下水・廃棄

物処理システムの普及、環境教育等の活動を行っている。 

コスタ・マヤ「地区に位置するマハワルでは、日本政府の草の根無償資金協力により建設

された沿岸資源管理センターがある（US＄８万5,000、2000年調印）。今後このセンターを中

心に、人口急増が見込まれるコスタ・マヤ地区において沿岸環境保全の活動を展開する方針

である。 

 

２－４ 他ドナー、NGO等の環境保全の具体的活動 

２－４－１ USAID 

 USAIDでは、キンタナロー州の環境保全・向上に関し、「エコシステムと生物資源の保全」と

いう戦略の下、Xcalak地域において土地利用計画整備、Xicalak国立公園地域管理、漁業管理、

チェトマル湾地域において湾岸管理、エコツーリズム振興等の活動を行っている。 

 Xcalak地域では、USAIDの活動により珊瑚礁のある同地区が2000年11月に国立公園に指定さ

れた。現在は、NGOのシアン・カーンの友が中心となり、国立公園管理のための計画を策定し

ている。これに伴い、地域の観光組合に対し、自然環境に対する理解を深めるためのワークシ

ョップを開催した。また、同地域におけるサンゴ礁、魚類、海草類の自然資源のモニタリング

調査、生物多様性の変化と社会経済状態の関係に関する調査を実施している。チェトマル湾地

域では、同湾岸地域の統合的環境保全管理を目的に、水質モニタリング、情報整備、住民教育、

関係機関のネットワークづくり等を行っている。水質管理に関しては、2000年７月に、米フロ

リダ州サラソタ（Sarasota）郡が、チェトマル市とCAPAに対し技術協力を行うことで合意して

いる。また、チェトマル近郊の集落ラグナ・ゲレロ（Laguna Guerrero）において、地域に根ざし

た観光業の振興支援を行っている。 

 これらの活動は、キンタナロー州立大学、シアン・カーンの友等のNGOが中心に実施してい

るが、USAIDは、キンタナロー州立大学やNGOに対し、直接資金援助するのでなく、ロード・

アイランド大学の沿岸資源センター（CRC）に対して支援し、CRCのキンタナロー州でのC／P

としてUQROO、シアン・カーンの友等が活動するという形をとっている。CRCはロード・ア

イランド大学の付属機関ではあるが、研究や教育を行う学術的機関ではなく、沿岸地域の環境

保全管理のための実務的活動を、米国、アジアなど含めた世界各地で行っている。大学とは独

立した活動を行っており、大学外部に多くの資金源をもつ。10年ほど前からUSAIDが主要な資金

援助機関となっており、５年ほど前から、沿岸環境保全分野で活動している団体のシアン・カー

ンの友を支援し、更にシアン・カーンの友と活動していくなかで、1998年からキンタナロー州

立大学に協力を始めた。 
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２－４－２ IDB 

 メキシコにおけるIDBの主なプロジェクトとしては、1998年に承認された「農村集落衛生上

水サービス強化プロジェクト（Sustainability of Water Supply and Sanitation Services in Rural 

Communities）」、及び1998年より３フェーズ９年の予定で実施している「財政・制度強化プログ

ラム（Multiphase Program for Investment and Financial and Institutional Strengthening States and 

Municipios）」がある。 

「農村集落衛生上水サービス強化プロジェクト」は、①サービスの品質基準の適用、②行政・

財政の分権化、③疎外された層へのサービスの提供により、農村集落における上水サービスと

衛生の向上をめざすもので、制度／組織構築、コミュニティ開発、インフラ整備を内容として

いる。うち、インフラ整備に関しては、人口2,500人以下の農村集落、1,200か所への上水シス

テム、950か所への下水システムの供給を実施している。CNAを実施機関として総額US＄５億

6,000万（IDB：US＄３億1,000万、メキシコ側：US＄２億5,000万）が承認済みである。 

「財政・制度強化プログラム」は、1998年以降の分権化促進に伴う財政・制度強化をめざし

たもので、３フェーズ合計９年総額US＄20億（IDB、メキシコ同額）の予定で実施しているも

のである。開発程度が低い地域におけるUS＄１万までのパイロットベースのインフラ建設のほ

か、郡、州、連邦各レベルでの行政近代化を支援する。 

こうしたプロジェクトに対するIDBの融資は、財務省の承認の下、BANOBRASを通して行っ

ている。プロジェクト承認後の運用資金の流れもBANOBRAを通じて行うことになる。例えば

前記「農村集落衛生上水サービス強化プロジェクト」の場合、集落からの要請を郡で優先づけ

し、州にあげて、CNAの当該州事務所で審査したあと、財務省で承認される。承認後、IDBか

らBANOBRAに資金が投入され、州のCNAに届く。これを簡単に図示すると図２－５のようにな

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：CNA, Manual de Operacion y Procedimientosより作成 

図２－５ IDB申請・融資の流れ 
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２－４－３ キンタナロー州立大学 

 キンタナロー州立大学では、沿岸管理センター（MIRC）、地理情報システムセンター（CIG）、

環境工学科（IAM）を中心に、環境に対する取り組みを行っている。 

MIRCでは、URI‐CRCを通じてUSAIDより1998年より５年間の予定で資金援助を受け、沿岸地

域の自然環境管理にコミュニティ開発に関するプロジェクト、研究を行っている。これらの活

動は大学の他の部署や政府機関、NGOと協調して実施することも多く、MIRCはコーディネート

機関としての役割も果たしている。これまでに、SEMARNATとの協力による連邦海岸テリトリ

ー1)の保全に関する研究、ラグナ・ゲレロとLaudaresの集落における地域に適した観光開発とコ

ミュニティ活動等を行ってきた。コミュニティ活動では、コミュニティの資金不足により活動

計画期間が終了したあと活動を継続・普及していけないことが問題となっている。USAIDの資

金援助はあと１年ほどで終了する予定なので、近くこの先５年間の活動計画につき、USAIDと

協議をもつ予定でいるが、MIRCでは、CRCの活動コンセプトがUSAIDの戦略と必ずしも合致し

ていない点があるのではないかという懸念があり、USAID以外の財源も探しているところであ

る。 

CIGでは、地理情報システム（GIS）によるデータベースの整備を行っている。GEOMAQROO

と呼ばれるGISでは、国家統計局（INEGI）の2000年の統計に基き、人口、社会経済状況、家計

状況、道路、水を含む土地利用等の情報が盛り込まれており、データベースとして販売するこ

とも計画中である。 

IAMでは環境に関する技術的研究、コンサルティングを行っており、コンポスト化技術の研

究、ごみ収集改善のための実験と住民教育を行っている。住民教育に関しては、社会科学部

（Departamento de Ciencias Sociales）と協調して実施することも多いとのことである。 

なお、キンタナロー州立大学では、日本の草の根文化無償で建設されたマハワルの沿岸管理

センター（後述）に技術的アドバイスを行っている。 

 

２－４－４ シアン・カーンの友 

 「シアン・カーンの友（Amigos de Sian Ka’an）」は1986年に設立された環境保護のNGOであ

る。1986年１月にシアン・カーン地域が自然保護地区に指定され、国家科学技術審議会

（CONACYT）、世界自然保護基金（WWF）、キンタナロー州政府等の資金により保護地区の管

理を行っていたが、自然保護地区管理のための継続的活動を行うNGOとして同年７月に設立さ

れた。現在、カンクン、フェリペ・カリジョ・プエルト、チェトマルの３か所に事務所をもち、

有給スタッフとボランティアが共同で活動している。サンゴ礁保護、沿岸資源管理、陸上資源

                                                                                           
1）メキシコでは、海岸線から20ｍ以内の沿岸の土地は「連邦海岸テリトリー」とし連邦政府の所有になっている。しかしなが
ら、チェトマル近辺では実務上、オトン・ペ・ブランコの郡事務所が管理している。 



－20－

保全、GIS整備、環境教育・住民参加などに関する活動を行っており、USAID、WWF、ザ・ネ

イチャー・コンサーバンシー（TNC）等から支援を受けている。主な活動は以下のとおり。 

 

(1) サンゴ礁保護 

サンゴ礁保護に関しては、1996年にメキシコ、グァテマラ、ホンデュラス、ベリーズの

４か国で締結されたサンゴ礁保護のための技術協力協定に基づき、サンゴ礁のモニタリン

グを行っている。また、珊瑚礁近隣地区のシカラク（Xcalak）、チンチョロ（Cinchorro）で、

米国のNGOのRAREの協力により、エコツーリズム振興のための活動を行っている。これ

は、禁漁期が観光シーズンと重なることを利用し、漁民に対して自然に関する知識や英語

によるガイドの研修を実施し、漁業と観光業を兼業できるよう支援するもので、自然保護

と漁民の生活向上の両方をめざしている。 

 

(2) 沿岸資源管理 

沿岸資源管理に関する活動の一環として、観光開発が進むマハワル沿岸2)の環境保護と

管理を推進することを目的に、日本の草の根無償を受け沿岸管理センターが建設された。

沿岸管理センターは、草の根無償US＄８万5,000の供与により、キンタナロー州立大学が

持っていた土地に建設され、2002年９月14日に開所式を行った。当初３棟建設予定だった

が、草の根無償で供与したのは１棟の建物建設費用のみで、現在シアン・カーンの友とキ

ンタナロー州立大学が共同で残りの建設に必要なUS＄６万5,000の融資を探している。運

営のために、キンタナロー州立大学大学学長をはじめとする管理委員会が組織されており、

近くセンターのコーディネーターを決め、詳細な事業計画を策定して2002年12月にはセン

ターでの活動を本格的に開始する予定である。沿岸環境の管理、大学・研究者の調査・研

究、住民の環境教育の拠点として、このセンターを活用していく計画である。 

 

(3) 環境教育・住民参加 

 環境に対する一般市民の認識を高め、シアン・カーンの友の活動を普及するため、年２

回会報を発行している。また、州の教育局と協力し、学校に対し環境教育を実施している。 

 

(4) 計画中の活動 

マハワルl地区で、観光客を対象としたエコロジートイレの設置活動、ホテルの廃棄物管

理の改善活動、州内の僻地を中心とした集落を巡回する環境教育活動等を計画している。 

                                                                                           
2) 近年この漁港に3,000人規模の大型クルーズ船が定期的に寄港し、港近辺には観光客を狙ったショッピング・センターや港
湾関係雇用者のための住宅が建設されている。 
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２－４－５ ECOSUR 

 ECOSURは、CONACYTに属する大学院大学で、南部で国境を接するキンタナロー、チアパ

ス（Chiapas）、タバスコ（Tabasco）、カンペチェ（Campeche）の各州で研究・教育活動を行っ

ている。キンタナロー州ではチェトマルに研究所があり、研究員と技術者を合わせ70余人のス

タッフがおり、生物多様性、環境汚染、環境教育等に関する調査・研究・教育活動を行ってい

る。これまでにチェトマル湾の水質汚染の実態と汚染防止に関する調査、この地域に生息する

希少動物のマナティーや魚類、プランクトン、海洋植物など生物の調査、自然と漁業等社会経

済活動との関連に関する調査、小学校における環境教育等を行ってきた。このほか、キンタナ

ロー州立大学のMIRCには当初からかかわっている。また、チアパス（Chiapas）のECOSURと協

力して貧困の研究を実施している。 

 なお、ECOSURには、ドイツの交換プログラム（German Academic Exchange Service）による

ドイツ人の研究員が２年前から常駐しているが、GTZとは無関係とのことである。 

 

２－４－６ Amigos del Manati 

 NGOの「マナティーの友達（Amigos del Manati）」は、1996年に、マナティーをはじめとする

メキシコ南西部の生物多様性保護を目的として設立され、生態系保護のための科学的調査と市

民に対する教育活動、コミュニティ開発を行っている。主な活動経費は、会費と寄付による。

具体的活動として、シカラクのサンゴ礁の生物多様性調査、ウルスロ・ガルバン（Ursulo Galvan）

集落での環境教育、子供を対象とした環境教育クラブの結成、ガグナ・ゲレロでの水質調査、

ウルスロ・ガルバン地区での観光インフラ建設支援等を行っている。また、キンタナロー州立

大学のほか、ベリーズとの協力による海岸管理、マナティ・サンクチュアリ審議会、キンタナ

ロー州社会環境ネットワークなど、政府を含めた多機関委員会にも数多く参加している。 

 

２－４－７ COBIOTEC 

 COBIOTECは、生物多様性や環境保全に関する研究と衛生環境教育を行っているNGOで、現

在16名の有給スタッフとボランティアで活動している。最近力を入れているのは、農薬による

汚染が懸念されているオンド川3）の水質調査と周辺住民への農薬の取り扱いを中心とした環境

教育である。医師の協力を得て有機リンによる汚染を調査したり、高校生を対象に簡単な水質

検査実験キットを配布し、調査を実施するとともに高校生の自然に対する関心を高める活動を

実施したりしている。また、リサイクルを推進するため、古紙を漉き直したリサイクルペーパ

ーで民芸品を作り販売する活動を、パイロット的に進めている。活動の財源は、大部分は一般
                                                                                           
3） オンド川周辺ではサトウキビ産業がさかんで､栽培に使用する農薬が人体や環境に及ぼす影響やサトウキビ工場が排出する
工場用水による汚染が問題になっている。また付近の住民は農薬の適切な扱いを知らず、農薬の空容器で食物を保存するな
ど、衛生に関する習慣に問題の多いことが複数の機関で報告された。 
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寄付によるが、一部政府の補助金を受けているほか、USAIDから月US＄500支給されている。 

 

２－４－８ 関連団体の連携 

 前述した、キンタナロー州立大学、シアン・カーンの友、ECOSUR、Amigos del Manti、

COBIOTECの大学、NGOは、政府機関とも緊密に連携しながら活動している。例えば、キンタ

ナロー州立大学がコーディネートしているMIRCには、ECOSUR、シアン・カーンの友も参加し

ており、日本の草の根無償で建設されたMIRCは、シアン・カーンの友とキンタナロー州立大学

で運営していく予定である（図２－６参照）。また、海軍が中心となって、SEMARNAT、SEDUMA、

オトン・ペ・ブランコ、CAPA、州保健局、教育局等の政府機関とキンタナロー州立大学、シ

アン・カーンの友、Amigos del Manti、COBIOTECが参加して、キンタナロー州沿岸環境の保全

と向上のための委員会（Comite para la Proteccion del Medio Ambiente Marino y la Investigacion 

Oceanografica en la Parte Sur del Estado de Quintana Roo）が月１回程度開催されており、毎回テ

ーマを決めて環境に関する問題を協議している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 関連機関の連携略図 
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３－１－２　地質・地下水

キンタナロー州東部沿岸地域の地質は透水性に富む石灰岩から成るカルスト地形で、降雨は

地下に浸透し、地上河川に代わって複雑な地下水系を形成している。地形は平坦で、地表を流

れる大きな河川は、チェトマル湾に注ぐベリーズとの国境を流れるオンド川だけであるが、セ

ノテ（Cenote）と呼ばれる地下河川と洞穴井戸（湧き水）があり、豊富な地下水層をもってい

る。セノテは沿岸海域のサンゴ礁と直接つながっているといわれており、図３－２にセノテと

沿岸水域の模式図を示す。

出典：Zona Costera Mexicana del Caribe (SEMARNAT)

図３－２　セノテ（地下河川）と沿岸水域の模式図

調査対象地域の上水道の水源は井戸であり、下水道では処理水を地下の海水中に注入してお

り、生活用水のすべての循環を地下水に頼っている。また、未処理下水、ごみの浸出水等多く

の水質汚濁源のすべてが地下に浸透しており、地下水汚染が懸念されている。特に、最大の汚

濁物質排出源である大都市部において強く危惧されているが、地下水流の解析並びに地下水汚

染に関する有効な調査がいまだ行われていない。図３－３にチェトマルの下水処理場、廃棄物

処分場、水道水源の位置関係を示す。

図３－３　チェトマルの下水処理場、廃棄物処分場、水道水源の位置図
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３－１－３　水環境状況

キンタナロー州東部沿岸水域の特徴は、湾・ラグーンが多く存在することで、このような湾・

ラグーンの水際ではマングローブ林が一体となって環境を形成しており、サンゴ、幼魚の生育

場所として、また渡り鳥の中継地として生物多様性の重要な役割を担っている。特に、チェト

マル湾はマナティーの生息場所として聖域指定されている。

しかしながら、チェトマル市街地の下水処理率は25％にすぎず、市街地から未処理下水が地

下浸透してチェトマル湾に流入し、水質悪化が現実化しつつあり、早急な対策が必要となって

いる。また、チェトマル湾に注ぐオンド川の汚染も深刻な状況にある。メキシコ側からは精糖

工場の廃水と農薬が主な汚染源となっており、ベリーゼ側からは工場廃水に含まれる重金属が

懸念されている。ECOSURではチェトマル湾の45地点で底質の試験をしており、キンタナロー

州立大学でも、博士課程の研究員が重金属汚染調査を研究テーマとして行っている。

一方、SEDUMAではチェトマル湾の水質検査（大腸菌群検査）を月１回行っており、チェ

トマル市街地周辺部では図３－４に示す６か所のモニタリング地点がある。2002年10月８日の

水質試験結果を表３－１に示す。水質試験結果のおかしいBalneario Punta Estrellaを除いて糞便

性大腸菌群は500～1,700個/100 mlの範囲にあり、既に海水浴には適さない水質となっている。

メキシコの排出基準では、親水用として直接人間が触れる可能性のある水の糞便性大腸菌群は、

240個/100 ml以下と規定されている（公定規準NOM-003-ECOL-1997）。

表３－１　チェトマル湾の水質試験結果（2002年10月８日）

No. 場　所 糞便性大腸菌群
(個/100 ml) No. 場　所 糞便性大腸菌群

(個/100 ml)
１ Puente al sol 1,700 ４ Balneario Muelle UQROO 500
２ Balneario Punta Estrella -200 ５ Balneario Calderitas 1,100
３ Balneario Dos Mulas 700 ６ Balneario Punta Catalan 500

図３－４　チェトマル湾の水質モニタリング位置図
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３－２ 社会経済状況 

３－２－１ 人口統計 

 キンタナロー州の人口は、2000年のINEGIの統計によると約87万5,000人となっている。同州

はメキシコ独立後も長く連邦テリトリーとされ、1974年に州となった新しい州で、もともと他

州からの移住者が多かった。これに近年の急激な観光開発による人口増加が加わり、例えば、

ソリダリダ郡は、人口増加率が年17.7％と、ラテンアメリカでも最も人口増加率の高い地域と

なっている。したがって、INEGIでセンサスをとった2000年以降にもかなり人口が増加してい

るものと考えられ、ソリダリダの独自の集計では、現在同郡の人口は10万人を超えているとし

ている。また、ソリダリダでは観光業、オトン・ペ・ブランコではサトウキビ産業により、他

州からの出稼ぎ労働者が多く、季節的な人口変動も大きい1）。表３－２に郡（Municipio）ごと

の人口を示す。 

 

表３－２ 郡別人口 

人 口 郡 
（Municipio） 合計 男性 女性 

男性割合 

Quintana Roo全州 874,963 448,308 426,655 105.1 
Benito Juarez 419,815 215,352 204,463 105.3 
Cozumel 60,091 31,060 29,031 107.0 
Felipe Carrillo Puerto 60,365 30,682 29,683 103.4 
Isla Mujeres 11,313 5,930 5,383 110.2 
Jose Maria Morelos 31,052 16,023 15,029 106.6 
Lazaro Cardenas 20,411 10,537 9,874 106.7 
Othon P. Blanco 208,164 104,314 103,850 100.4 
Solidaridad 63,752 34,410 29,342 117.3 
出典：Anuario Estadistico, Quintana Roo, INEGI, 2002 

 

 郡は、更に小さい単位である集落（Comunidad）に分けられているが、人口が5,000人を超え

る集落は、調査対象のフェリペ・カリジョ・プエルト、ソリダリダ、オトン・ペ・ブランコの

３郡では、５か所しかなく、ほとんどは小規模の集落である。表３－３に対象３郡の人口別集

落数を示す。 

                                                                                          
1）例えば、聞き取り調査を行ったオトン・ペ・ブランコのSac-Xan集落では、通常人口が600人程度だが、これに加え、毎年サ
トウキビ収穫の出稼ぎ労働者が170人程度来るという。 
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表３－３ 人口別集落数 

 
 

～  
99人 

100 

～  
499 

500 

～  
999 

1,000 

～  
2,499 

2,500 

～  
4,999 

5,000 

～  
9,999 

10,000 

～  
24,999 

25,000 

～  
 

集落数
計 

Felipe Carrillo 
Puerto 

150 39 13 8 2 0 1 0 213 

Othon P. Blanco 658 48 30 17 4 1 0 1 759 

Solidaridad 263 12 3 4 0 1 0 1 284 

Quintana Roo州 
全体 1,891 153 67 36 9 5 2 4 2,167 

出典：Anuario Estadistico, Quintana Roo, INEGI, 2002より作成 

 

 一般に、人口2,500人以下のコミュニティには先住民が多く、また海岸線から離れるほど先住

民が多くなる。フェリペ・カリジョ・プエルトには、60民族ほどの少数民族が居住している。 

 

３－２－２ 社会指標 

 キンタナロー州における識字率はINEGIの2000年統計によると平均92.4％となっている（表

３－４参照）。フェリペ・カリジョ・プエルトでは、少数民族が多いこともあって、識字率が低

くなっている。また同郡では男女格差が大きいことも特徴である。少数民族のなかにはスペイ

ン語を解さない、又は家庭やコミュニティ内ではスペイン語を使用しない者もいる。 

 

表３－４ 15才以上識字率（単位：％） 

 平均 男性 女性 
Felipe Carrillo Puerto 80.4 85.3 75.5 
Othon P. Blanco 90.4 92.1 88.8 
Solidaridad 91.8* 94.2 88.8 
対象３郡平均 89.0 91.4 86.5 
Quintana Roo州平均 92.4 94.2 90.5 
出典：Anuario Estadistico, Quintana Roo, INEGI, 2002より作成 

*ソリダリダ独自の集計では84.5％となっている。 

 

 就学率を郡別に集計した統計はないが、義務教育年齢に相当する６歳から14歳人口のうち、

学校に行っていない者の割合は以下のとおりになっている2）（表３－５参照）。 

 

                                                                                           
2）訪問した農村部集落Chunyaxche、Sac-Xanなどでの聞き取り調査によると、成人の大半は小学校卒業か中退、若年層では中
学卒業が多いとのことであった。 
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表３－５ ６～14歳人口の未就学者の割合（キンタナロー州平均） 

年齢（才） ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 

未就学者率（％） 12.2 5.8 4.5 4.3 4.4 4.1 6.9 9.9 16.7 

出典：Anuario Estadistico, Quintana Roo, INEGI, 2002より作成 

 

 主な疾病は、INGI2000年統計によると、急性呼吸器感染症、消化器系感染症、寄生虫、アメ

ーバ赤痢などである。このほか、調査中の聞き取りによれば、蚊を媒体とするデング熱やマラ

リアが多く、また州南部の農薬汚染が懸念されている地域では、奇形児、多指症、白血病等の

割合が高く、環境との関連が推測されるとのことであった。死因として多いのは、INEGI統計

によれば周産期死亡、糖尿病、肝臓疾患、心疾患などで、乳幼児死亡と並び、成人病も多くな

っている。 

 宗教は、ソリダリダは72％がカトリックで、15％が新教、フェリペ・カリジョ・プエルトで

は90％がカトリックで、残りはマヤの伝統宗教を信仰する者が多い3）。 

 

３－２－３ 産 業 

 ソリダリダでは、主な産業は、プラジャ・デル・カルメン（Playa del Carmen）、トゥルムを

中心とした観光業で、州内生産の90～95％を占めており、年間100万人の観光客が訪れている4）。

Riviera Mayaと呼ばれる海岸線沿いを中心に現在150軒程度のホテルが営業している。観光業以

外の産業では、食品などの小規模加工業、木材などがある。農業はトウモロコシ、豆、トマト、

チリなどを栽培しているが、村落部の自給用がほとんどである。 

 フェリペ・カリジョ・プエルトは農牧業が中心で、トウモロコシ、豆、落花生、トマト等の

野菜類を栽培している。一部でマヤ文化伝統の焼畑農法が今も続けられており、環境への影響

が懸念されている。また蜂蜜業は世界的に品質を評価されており、輸出している。森林資源に

恵まれ、杉、マホガニー等の硬材を生産しており、漁業も活発である。工業は木材加工業等の

小規模家内工業が中心で、商業もあまり発達していない。観光業も現在のところあまり盛んで

ないが、郡内に1996年UNESCOに世界遺産に指定されたシアン・カーン地区があり、珊瑚礁や

マナティー、ジャガー等の希少生物に恵まれていることから、将来的な発展が期待されている。

郡事務所によれば、第１次産業の依存度が高く州内でも開発の遅れがちであるとのことであっ

た。 

 オトン・ペ・ブランコは、従来農業が中心で、サトウキビ、米、チリなどを生産している。

サトウキビは郡南部のAlvaro Obregonに精製工場がある。硬材の生産量も多く、サメ、ロブス

                                                                                           
3）郡事務所での聞き取りによる。 
4）ソリダリダ郡事務所の説明による。 
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ター等漁業も盛んである。州都チェトマルでは、ベリーズとの国境が近く、国境フリートレー

ド・ゾーンの物品が流通しており、商業が発達しているが、州都ということもあって、政府機

関で雇用のかなりの部分を吸収している。同郡では土地が肥沃でなく農業生産にあまり適さな

い一方、自然環境に恵まれているため、近年、農村振興と環境保全の両面からエコツーリズム

の開発に力を入れている。 

 

３－２－４ 社会基盤の概要 

 ソリダリダは、プラジャ・デル・カルメン近辺を中心に社会インフラが整備されている。上

水普及率は、プラジャ・デル・カルメンで50％、トゥルムで79％。下水施設は、プラジャ・デ

ル・カルメンでは下水網普及率が30％、下水の処理率は15％5）であるが、他地域では下水施設

が整備されていない（SEDUMA, Programa Estatal de Desarrollo Urbano, 2001）。ごみの収集は、

先住民の多い山間部を除いてほぼ全域で行っており、郡内に３か所あるオープン・ダンピング

の処理場に運搬している。 

 フェリペ・カリジョ・プエルトの上水普及率は95％6）程度で、残りの世帯は井戸を利用して

いる。下水網はほとんど普及していない。郡によるごみ収集も実施しているが十分でなく、衛

生埋立は行っていない。 

 チェトマルでは、上下水道普及率96％、下水処理率40％、ごみ処理率100％（衛生埋立による）、

電気普及率98％（SEDUMA, Programa Estatal de Desarrollo Urbano, 2001）と、インフラが整備

されているが、農村部での社会サービスインフラが十分でない。また、郡事務所では道路網の

整備が課題であるとしている。 

 小学校は、ソリダリダに48か所、オトン・ペ・ブランコに234か所、中学校はソリダリダに18、

オトン・ペ・ブランコに85ある (INEGI, Anuario Estadistico 2000)7）。おおむね、人口数百人規

模の集落であれば小学校があるとのことである。保健施設は、農村部では一般に、医師、看護

婦の常駐する保健所（Centro de Salud）１か所がいくつかの集落をカバーしている。保健所の

ない集落には医師や看護婦が常駐しないヘルスポスト（Casa de Salud）があり、定期的に医師、

看護婦が巡回している。 

 

３－２－５ 開発計画 

 前述したとおり、キンタナロー州沿岸は人口増加が高い地域であるが、SEDUMAでは、今後

は観光開発の進む地域では人口流入が続くが、それ以外の地域では自然増にとどまるとみてい

                                                                                           
5） 郡事務所によれば、下水普及率は27％。 
6） 郡事務所での聞き取りによる。SEDUMA統計では、いちばん普及している集落のTihosuco(人口4,188人)で93％、郡役所の
あるフェリペ・カリジョ・プエルトで86％である。 

7） INEGI統計にフェリペ・カリジョ・プエルトのデータは記載されていないが、同郡の話によれば中学校が８か所ある。 
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る。しかしながら観光開発の進む地域周辺を中心とした人口増加は依然著しく、2025年までの

州平均人口増加率は3.9％で、2025年の人口は現在の2.6倍の約223万人となり、2000年には州

内で20か所だった人口2,500人を超える集落が、2025年には44か所となり、人口の70％は都市

に集中すると予測されている。

　北部ではカンクンを中核に開発を進め、南部では、チェトマルで州都としての機能を強化す

るほか、並行して観光の拠点とし、周辺のマハワル、バカラール（Bacalar）と併せ、総合的

な観光開発計画を進める計画である。南部の観光開発にあたっては、カンクンとは異なるエコ

ツーリズムも念頭に置いた代替的観光を模索している（SEDUMA, Programa Estatal de Desarrollo

Urbano, 2001）。オトン・ペ・ブランコ郡事務所によれば、バカラールとともにXul-haを中規模

の都市にする計画である。また、乱開発を抑止するため、例えば、マハワルではバンガロー式

の低層ホテルしか建設しないなどの規制を整備しているところである。

　こうした開発に対応するため、SEDUMAでは、上水供給量、廃棄物処理能力、発電量、電

話回線数等の社会基盤をいずれも現在の2.5倍から３倍に拡張する必要があると予測し、 計画

を策定している（表３－６参照）。開発計画においては、当事者の活発な参加と有効なモニタ

リングにより自然環境との調和を図りながら住民の社会的ニーズを図ることをめざしている。

表３－６　キンタナロー州の人口・社会サービス需要予測

2000年 2005年 2010年 2025年
人口 873,804 1,156,454 1,423,286 2,227,076
都市人口 720,564 997,354 1,252,286 2,069,550
農村人口 153,240 159,100 171,000 202,526
ホテル客室数 45,274 70,295 85,957 125,240
上水供給量（ l  /s）* 3,837 5,458 6,810 10,943
下水処理量（ l  /s）* 3,070 4,366 5,448 8,754
発電量（MVA）* 594 871 1,082 1,690
ごみ排出量（t/日）* 937 1,297 1,628 2,690
衛生埋立地増加面積（ha）* 0 170 392 1,377
電話回線数（1,000回線）* 20.7 29.5 36.9 59.4
*都市部を対象とした予測値
出典：SEDUMA, Programa Estatal de Desarrollo Urbano, 2001より作成

３－３　住民参加と環境教育

３－３－１　住民参加と環境教育に係る政策

　住民参加と環境教育に関して、現政権が策定したSEMARNATの６か年計画（Programa Nacional

de Medio Ambiente y Recursos Naturales 2002～2006）では、市民との対話による戦略の策定・実

施、住民に対する環境教育による目標の達成、疎外されがちな女性の参加への配慮、若年層
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に対する教育の重視、社会セクター全体の統合的活動をあげている。また、キンタナロー州の

基本計画（Plan Basico de Gobierno 1999～2005）では、州、郡レベルでの社会参加の促進、公

共機関の人員の継続的研修、住民の同意に基づく開発計画、雇用と収入及び健康の調和のとれ

た開発をめざしている。 

 

３－３－２ 住民教育に係る各機関の活動 

(1) SEMARNAT 

 連邦レベルでの環境改善キャンペーン「きれいなメキシコ国家十字軍（Crusada Nacional 

por Mexico Limipio）」を展開しており、関係各機関の活動を調整している。各機関が実施し

ている住民教育に関する活動にも、Mexico Limpioの傘下に位置づけられその一環として実

施しているものがある。キンタナロー州における住民教育はカンクンにある持続的開発研

修センター（CECADES）が中心となって計画・実施している。 

 下部機関で自然保護地域保全管理の調整を行っている自然保護地域委員会（CONANP）

では、自然保護指定地域内を中心に環境教育を実施している8)。シアン・カーン自然保護

指定地区内のChinchorro、プンタ・アレン（Punta Allen）では、シアン・カーン保護地域が

UNESCOの世界遺産に指定されたことで、UNESCOからの資金援助によりトイレを設置し、

ポスターやマニュアルを製作したり、CONANPの職員が巡回したりして使用方法を普及し

ている。また、廃棄物処理に関する住民教育を実施しており、住民自身にごみ捨て場を決

めさせて利用することを指導し、ごみの分別や再利用についても指導している。チンチョ

ロ、シカラクでは、漁民に対する観光業兼業のための観光知識や英語の研修を実施してい

る。SEMARNATでは、自然保護地区で観光業をするガイドには環境に関する研修を受ける

ことを義務づけており、漁民に対する観光業研修でも自然環境に関する知識を高めるため

の教育を行っている。このほか、各地で子供を対象とした環境教育を実施している。 

 一般に住民はトイレ設置や廃棄物処理の活動に協力的だが、CONANPによる一定の教育

活動が終了したあと、住民自身でなかなか活動を継続できないのが課題であるとしている。

コミュニティに資金がないこともその理由の１つで、そのために観光業研修を含めたコミ

ュニティ強化に取り組んでいるとのことである。 

                                                                                           
8）現在メキシコで145の自然保護地区が指定されており、各地区にCONANPの事務所があり、４名程度の職員が配置されてい
る。 
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(2) SEDUMA 

 環境教育専任の職員はいないが、現在５名程度の人員が環境教育に携わっている。業務

で出張した際に集落を巡回し、廃棄物処理の実態などをチェックしている。また州教育局

（Secretaria de Educacion y Cultura）と協力し、学校を巡回して子供たちを対象に資料を配

布して健康と自然環境に関する知識を高めるための活動をしている。例えば、オンド川近

くの学校では、ビデオなどSEDUMAで製作した教材を使用したワークショップを開催し、

植物を育てる活動を推進している。学校に対する教育活動は、教育局からの要請に基づき

不定期に実施している。教育局からの要請により保健施設で教育活動を行うこともあるが、

保健局（Secretaria Estatal de Salud）から直接要請が来るわけではない。 

 このほか、「Mexico Limpio」キャンペーンの一環として市民参加による湾沿岸地域の清

掃活動、展示会等のイベントを活用しての市民への呼びかけ、啓蒙パンフレットの制作・

配布等を行っている。ただし、環境教育に特化して振り向けられた予算がほとんどないと

のことであった。活動にあたっては、郡、海軍との協力することが多い。 

 

(3) CAPA 

 地域プログラム社会参加課（Direccion de Programas Rurales y Participacion Social）に、秘

書と実習の学生を含め７名の専任担当者がおり、建設工事に関連する社会配慮調査と住民

教育を行っている。 

 CAPAでは、すべての建設工事に際し、社会調査を実施し、住民に工事の説明を行い住

民の同意を得てから実施すること、また建設中は定期的に住民による工事モニタリングを

行うことが規定されており、この規定に基づいて建設工事にかかわる住民配慮及び住民に

対する説明と教育、住民によるモニタリングを実施している。社会調査の内容には土地所

有の形態、商業施設の種類、交通手段、コミュニティ活動の過去の実績、水利用の実態、

上下水道施設、衛生状態等が含まれる（詳細はCNA,Manual de Operacion y Procedimientos

参照）。 

 建設工事の実績のある集落は、工事後も訪問し、学校や医療施設で環境と衛生に関する

ワークショップを開いている。一部の集落では、コミュニティのリーダー的な人が中心に

なってCAPAと継続的にコンタクトをとり、ワークショップを開いたりするようになって

いる9)。しかし、コミュニティでの活動は住民個人の資質に左右されることが大きく、連

絡の疎遠な地域もあること、また建設工事の実績のない集落は今のところ巡回していない

ことなどが問題だとしている。 

                                                                                           
9) 訪問したSac-Xan（チェトマルの南西20km）の集落では、集落選出の元議員（女性）が中心になり、保健所の医師、看護士
と協力して、衛生習慣に関する集会を開いている。 
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 コミュニティ巡回以外に、公共施設（集会所、市民会館等）でワークショップを開き、

ポスター、ビデオ（CNAが教育用に作ったものやテレビ番組を録画したものを使っている）

などを利用して啓蒙活動を行っている。また職員の夫人がボランティアで13歳以下の子供

を対象として水に対する意識向上のための自主的なクラブ（Club Infantil H2O）を組織し、

イベントを開催したり、ワークショップを開いてゲームなどしながら環境教育を行っている。 

 CAPAによれば、全体予算の３％程度が社会配慮・住民教育に関する活動に配分されて

いるとのことである。問題点として、様々な活動を行っているものの、建設工事に伴う住

民説明と住民モニタリングを除けばいずれも制度化されて定期的に実施しているもので

はないこと、また教育しても教育活動を行ったあとのモニタリング活動までは実施できて

おらず、住民の意識や習慣の変化を適切に評価する指標も設定されていないこと、更に、

活動に様々な工夫をしても関心や反応を示さない人々がいることなどをあげていた。 

 なお、同部門では、郡の環境部門とは比較的密接に連絡をとりあい活動しているが、

SEMARNATとはあまり協調関係がなく、NGOともあまり接触がないとのことである。 

 

(4) ソリダリダ 

 郡が廃棄物収集を委託しているメキシコ、チリ、スペインの合弁企業が学校や市民を対

象にリサイクルの教育を実施している。現在、郡の環境政策（Agenda Ambiental Municipal）

を策定中で、まもなく発表予定であるが、そのなかでリサイクル率を30～40％にする目標

を掲げており、これに向けて、各家庭にごみ箱を配り呼びかけを行う計画である。 

 

(5) フェリペ・カリジョ・プエルト 

 ごみ収集委託会社が市民や学校を対象にリサイクルの呼びかけを行っている。また、学

校のカリキュラムが入っている環境の授業のなかで、環境保全やごみ処理、衛生一般知識

などに関する教育を行っている。その際、CECADESの人が学校を巡回して指導に協力する

こともある。 

 なお、同郡では、環境を専門で管轄する部門がなく都市開発部（Departamento de 

Desarrollo Urbano）で担当しているが、十分でなく、環境政策全般にわたり事実上SEDUMA

が実施している事業が多い。環境教育に関しては、NGOが活発に活動している。例えば、

NGOのECOCIENCIAは、郡内に「自然の家（Casa de la Naturareza）」と呼ぶ教室をもち、

絵本や動物の模型、ゲームなどを用意しており、学校と連携をとってスケジュールを組み、

郡内の小学生を定期的に集め、子供たちが自然環境に親しむための活動を行っている。先

住民が多い地域であることに配慮し、一部マヤ語による指導も行っている10)。 

                                                                                           
10) 小学校に入学した子供はスペイン語を使用するようになるが、マヤ語の方が得意な子供は多い、とのことである。 
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(6) オペン・ペ・ブランコ 

 同郡では州機関より早くから環境教育に取り組んできたと自負しており、住民の意識も

高まってきたと評価しているが、なお一層の環境教育が必要と考えている。1996年以降は、

環境教育実施のための戦略として、学校教育のなかで行う「フォーマルな」ものと一般市

民に対する「インフォーマルな」ものとを並行して実施すること、リゾート観光地として

自然資源に恵まれた郡北部と州都チェトマルを中心に都市機能をもつ郡南部では異なっ

たアプローチをとることを考えている。 

 学校を対象とした活動として、中学校、高校を中心に、月平均４、５回郡の職員が出向

きごみ分別、リサイクル等の教育をしている。郡事務所では、中高校生の間ではごみの捨

て方の向上がみられたが、例えば有機ごみと無機ごみの区分けの仕方がよく分からないな

ど、まだ改善の必要な段階にあると評価している。近く小学校、幼稚園にも活動を広げて

いく計画でいる。市民を対象とした活動として、イベントを開催して、キャラクターのぬ

いぐるみを登場させごみ袋を配布したりして、適切なごみ処理についての呼びかけを行っ

たりしているが、学校に比べると、一般市民を対象とした活動はターゲットが絞りにくく、

より困難であるとしている。 

 活動にあたっては、NGOなど他の機関とも密接に協力している。 

 

３－３－３ 住民教育活動に係る課題 

(1) 持続的活動のための実施体制の確立 

 多くの関係者から、環境教育の重要性は認識しているものの、予算、担当者の不足から

まだ活動が不十分であることが指摘されている。また、各機関とも、教材作成、学校訪問、

イベント開催など、様々な環境教育活動を実施しているものの、まとまった計画に基づく

ものでなく、活動が散発になりがちである。さらに、活動後の評価・モニタリング活動が

十分でなく、住民の環境衛生に関する意識・習慣の変容を定性的に測定する指標も確立さ

れていない。 

 したがって、環境教育に係る活動の計画・実施・モニタリングを持続的に行うための組

織整備と事業サイクルの確立、組織・人員のキャパシティ・ビルディングが課題である。

予算の確保、適切な人員の配置、住民参加に関する包括的政策の策定、評価・モニタリン

グ指標の設定、行政とコミュニティを結ぶシステムの構築、コミュニティの活性化と組織

づくり等を策定し、統合的・持続的活動が可能な体制を確立していくことが必要と考えら

れる（図３－５参照）。 
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図３－５ 住民教育のイメージ図 

 

(2) 関係機関との連携 

 衛生環境に係る関係機関（大学、NGO含む）が多く存在しており、定期的に会合をもつ

など協調して環境改善に取り組もうとしているが、機関ごとに連携の密度に差がみられた

り、住民参加活動の取り組み方や考え方に違いがみられたりした。また、学校や保健所な

ど関連セクターとの協力も実施しているが、これも制度的に確立されたものではなく、担

当者の個人的なつながりで実施しているケースが多いとのことであった。効果的な教育活

動を行うため、関連機関、関連セクターとの連携について明確化する必要があろう。 

 

(3) 一部の「困難な」層の存在 

 複数の教育担当者から、教育活動により意識・習慣が変わる住民とそうでない住民が分

化しているとのコメントが聞かれた。また、一般に、大人より子供、男性より女性の方が、

コミュニティ活動に協力的で教育の効果も現れやすいとされており、各機関ともまず子供

や女性にアプローチしてその効果を家庭やコミュニティに普及していこうとする戦略を

とるところが多いようである。今後は、これまでの教育活動に参加しなかった人々、ある

いは教育の効果があまり現れなかった人々を活動にどう取り込んでいくかが課題となる。

コミュニティ活動に対する姿勢や教育に対する対応は、必ずしも経済社会レベルと相関関

係があるとは限らず、個人の資質によるところが大きいという報告が複数の関係者から聞

かれ、長期的な取り組みが必要と考えられる。 

PLAN 

・社会調査 

・対象者と普及方法の検討 

・教育の内容の検討 

SEE 

・効果のモニタリング 

・教材の改訂 

・住民組織づくり 

DO 

・教材の作成 

・教材の配布・普及 

・住民ワークショップ 
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(4) 適切な教材の活用 

 各機関とも、教育活動にあたっては、ポスター、パンフレット、子供用ゲーム、キャラ

クター商品など、教材に様々な工夫をしていた。しかしながら、活動をしながら作成した

教材が一部の住民には難しすぎたと考えている担当者もいた。農村部では、統計上は識字

と扱われても日常的に読み書きをすることに慣れていない住民も多いので11)、こうした住

民に対する適切な教材の作成が課題である。継続的な活動により住民の対応をみながら教

材を改訂していくなどの工夫が有効と考えられる。 

 また、教材を作成・配布したあと、住民がそれをどのように活用しているかのモニタリ

ング活動が実施できていない。効果的な住民教育のためには、作成・配布にとどまらず、

教材配布後の住民に対する継続的な働きかけとモニタリングが重要である。 

                                                                                           
11) 調査中に訪問した集落で話を聞くことのできた住民５､６名のうち、新聞を読む者は集落の役員をしている１名だけであった。 
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第４章 下水処理の現状と課題 
 

４－１ 開発計画 

４－１－１ 下水道整備の開発計画 

(1) キンタナロー州上下水道戦略計画 

連邦政府によるチェトマル湾のマナティー聖域指定に伴い、「沿岸水域生態系保護プログ

ラム（Programe de Manejo de la Zona Sujeta a Consercavion Ecologica）」が1999年に州政府に

よって策定された。これを受け、更に2001年３月には、「キンタナロー州上下水道戦略計

画（Plan Estrategico de los servicios de agua potable, alcantarillado y saneamiento, 2001～

2025）」が策定された。 

2025年を目標年次とした上記戦略計画の下水道整備計画では、都市部及び村落部の人口

推計を表４－１のように推計している。2000年時点で90万人の人口が、2025年には227万

人に増加するとしている。そのうち、都市部人口が207万人（91.3％）、村落部人口が20万

人（8.7％）で、調査対象地域内３群の人口は、都市部が94万人（41.5％）、村落部が5万

人（6.0％）となっている。 

 

表４－１ 上下水道戦略計画における2025年までの人口推計 

郡  名 2000年 2005年 2010年 2025年 比 率 
(2005年) 

キンタナロー州全域の人口合計 889,988 1,178,571 1,441,914 2,267,465 100.0％ 
都市部の人口合計 733,146 1,007,095 1,265,003 2,069,550 91.3％ 

Solidaridad 46,980 163,000 266,580 543,579 
Felipe Carillo Puerto 26,216 31,881 36,568 41,700 
Oton P. Blanco 157,382 200,624 241,441 356,663 

 調査対象
地域内 

小 計 230,578 395,505 544,589 941,942 41.5％ 
Cozumel 59,350 69,480 79,610 110,000 
Lsla Mujeres 10,580 28,464 46,348 194,724 
Benito Juarez 415,285 494,334 573,884 799,513 
Jose Maria Morelos 11,729 13,012 13,814 15,618 
Lazaro Cardenas 5,624 6,300 6,758 7,753 

 調査対象
地域外 

小 計 502,568 611,590 720,414 1,127,608 49.7％ 
村落部の人口合計 156,842 171,476 176,911 197,915 8.7％ 

Solidaridad 16,498 17,405 16,389 19,505 
Felipe Carillo Puerto 34,090 35,408 35,310 40,268 
Oton P. Blanco 63,483 69,505 73,860 77,353 

 調査対象
地域内 

小 計 114,071 122,318 125,559 137,126 6.0％ 
Cozumel 675 812 941 1,204  
Lsla Mujeres 736 827 890 1,057  
Benito Juarez 7,322 9,597 9,077 12,508  
Jose Maria Morelos 19,261 21,368 22,686 25,649  
Lazaro Cardenas 14,776 16,554 17,758 20,371  

調査対象
地域外 

小 計 42,770 49,158 51,352 60,789 2.7％ 
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表４－２に2001年から2025年までの上下水道整備投資計画を示す。総額63.9億ペソ（約

800億円）の巨額の投資が計画されており、そのうち下水道整備費は、下水管網整備費と

下水処理施設整備費を合わせて34.3億ペソ（約429億円）となっている。都市部及び村落

部の内訳は都市部が33.6億ペソ（約420億円）、村落部が0.7億ペソ（約９億円）で、2001

年から2005年の最初の５年間では、都市部の下水道整備を優先し、村落部の下水整備費は

計上されていない。 

 

表４－２ 上下水道整備投資計画（2001～2005年） 

投資金額（百万ペソ） 
地域区分 項  目 

2001～2005 2006～2010 2011～2025 合 計 
調査及びプロジェクト費 14 30 93 138 
財務強化費 41 20 62 123 
間接経費と管理費 2 51 155 208 
取水施設整備 112 201 608 920 
配水管網整備 299 102 309 710 
高架タンク整備 60 82 250 392 
水道メーター整備 22 19 60 101 
下水管網整備 939 353 1,080 2,372 
下水処理施設整備 291 185 583 1,058 

下水計 
3,430 

用地取得費・地代 92 69 209 370 

州全域 

合  計 1,872 1,111 3,408 6,391 
調査及びプロジェクト費 13 29 89 131 
財務強化費 40 19 59 119 
間接経費と管理費 2 48 149 199 
取水施設整備 108 192 585 885 
配水管網整備 284 88 270 642 
高架タンク整備 56 80 244 379 
水道メーター整備 22 18 58 99 
下水管網整備 939 353 1,080 2,372 
下水処理施設整備 291 167 534 992 

下水計 
3,364 

用地取得費・地代 80 67 203 350 

都市部 

合  計 1,835 1,063 3,271 6,169 
調査及びプロジェクト費 1 1 4 6 
財務強化費 1 1 2 4 
間接経費と管理費 0 2 6 8 
取水施設整備 4 8 23 36 
配水管網整備 14 14 39 67 
高架タンク整備 4 2 7 13 
水道メーター整備 0 0 1 2 
下水管網整備 0 0 0 0 
下水処理施設整備 0 17 49 66 

下水計 
66 

用地取得費・地代 13 2 5 20 

村落部 

合  計 37 48 137 222 
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(2) 下水道施設整備投資計画 

CAPAでは、州政府とCNAから出た「沿岸水域の生態系保護プログラム」の開発調査予

算で、東部沿岸地域の36都市の下水道整備投資計画を2002年10月に作成している。表４－

３にその内訳を示す。調査対象地域外の主要観光都であるカンクンとコスメル、並びに調

査対象地域内の34都市の下水道整備に必要な投資総額は、8.68億ペソ（約109億円）とな

っている。図４－１にバカラール湖沼システム（Sistema Lagunar Bacalar）の小都市群の

下水道整備投資計画図を、図４－２にオンド川流域（Ribera Rio Hondo）の小都市群の下

水道整備投資計画図を示す。 

 

表４－３ 東部沿岸地域下水道整備投資計画内訳 

 場  所 投資金額 
(百万ペソ) 

全体に占める 
比率(％) 

カンクン（Cancun）[1] 127.00 14.3％ 
コスメル（Cozumel）[1] 5.00 0.6％ 

調査対象
地域外 

小  計 [2] 132.00 14.9％ 
プラジャ・デル・カルメン（Playa del Carmen）[1] 176.00 19.9％ 
チェムジィール（Chemuyil）－アクマル（Akumal）
－プエルト・アベントゥラス（Puerto Aventuras）[3] 16.00 1.8％ 

トゥルム（Tulum）[1] 64.00 7.2％ 
バカラール湖沼システム(Sistema Lagunar Bacalar）[10] 104.88 11.8％ 
オンド川流域（Ribera Rio Hondo）[17] 104.93 11.8％ 
マヤ沿岸（Costa Maya）[1] 4.10 0.5％ 
チェトマル（Chetumal）[1] 284.64 32.1％ 

調査対象
地域内 

小  計 [34] 754.55 85.1％ 
合  計 [36] 886.55 100.0％ 

注：[  ]内の数字は下水道整備対象都市数を示す。 
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４－２ 下水道事業の現状 

４－２－１ CAPAの上下水道事業概要 

キンタナロー州は豊かな地下水源を有し、上水道サービスは広範囲に行われており、表４－

４に示すように州平均の水道普及率は90％となっている。 

 

表４－４ キンタンタロー州各郡の上水道普及率 

地 域 郡  名 上水道普及率 
(％) 

Solidaridad 64 
Felipe Carrilo Puerto 76 調査対象地域内 
Oton P. Blanco 87 
Cozumel 90 
Isla Mujeres 95 
Benito Juarez 99 
Jose Maria Morelos 91 

調査対象地域外 

Lazaro Cardenas 95 
キンタナロー州平均 90 

全国平均 85 
出典：キンタナロー州上下水道戦略計画 

 

一方、下水道整備は遅れが目立ち、本格的な公共下水道の下水処理場があるのは、カンクン、

イスラ・ムヘーレス、コスメル、プラジャ・デル・カルメン、チェトマルの５都市のみとなっ

ている。表４－５に2000年におけるキンタナロー州の各都市の人口、並びに下水道普及率と下

水処理率を示す。 

また、上下水道セクターにおける民営化の動きは1993年から始まっており、カンクンがある

Benito Juarez郡並びにイスラ・ムヘーレス郡においては、カンクン水開発株式会社（DHC）が、

30年間のコンセッション契約で既にサービスを行っている。 
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表４－５ キンタナロー州の各都市の人口・下水道普及率と下水処理率（2000年） 

地 域 郡 名 都市名 人 口 
(2000年) 

下水道 
普及率 下水処理率

*1) 

Playa del Carmen 39,005 30％ 15％ 
Solidaridad 

Tulum 7,975 0％ 0％ 
Felipe Carrillo Puerto 17,690 0％ 0％ 
Chunhuhub 4,338 38％ 0％ Felipe Carrilo Puerto 

Tihosuco 4,188 0％ 0％ 
Chetumal 118,553 50％ 40％ 
Bacalar 9,047 0％ 0％ 
Calderitas 4,617 0％ 0％ 
Ingenio Alvaro Obregon 3,331 0％ 0％ 
Nicolas Bravo 3,524 0％ 0％ 
Alvaro Obregon 3,019 0％ 0％ 

調査対象
地域内 

Oton P. Blanco 

Sergio Butron Casas 2,712 0％ 0％ 
Cozumel Cozumel 59,350 80％ 100％*1) 
Isla Mujeres Isla Mujeres 10,580 90％ 100％*1) 

Cancun 400,307 70％ 100％*1) 
Alfredo V. Bonfil 7,292 0％ 0％ 
Leona Vicario 4,714 0％ 0％ 

Benito Juarez 

Puerto Morelos 2,972 0％ 0％ 
Jose Maria Morelos 8,967 0％ 0％ 

Jose Maria Morelos 
Dziuche 2,762 0％ 0％ 

調査対象
地域外 

Lazaro Cardenas Kantunilkin 5,624 0％ 0％ 
出典：キンタナロー州上下水道戦略計画 

注) *1くみ取り式及びセプティック・タンクを含む。 

 

４－２－２ 上下水道料金とCAPAの財務状況 

上水道料金は、家庭、商業、工業、ホテル、公共施設（学校・役所等）の５種類の料金体系

がある。表４－６に家庭とホテルの水道料金表を示す。下水道料金は下水道が普及している都

市で、上水道料金の20％を一律徴収している。 

既に民営化がなされている２郡（Benito Juarez郡・イスラ・ムヘーレス郡）を除く、地域別

料金請求額の内訳（2000年12月）を表４－７と表４－８に示す。上水道と下水道の料金請求額

の内訳は表４－７に示すように、上水道料金が89.1％を占め、下水道料金はわずか6.6％でしか

なく、安い水道料金のうえに下水道料金はその20％しか徴収していないため、維持管理費用の

捻出もままならない状況にある。 
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表４－６ 家庭とホテルの水道料金表（単位：ペソ） 
 

種 別 水使用量範囲 基本料金 超過料金 
０～10 33.71 0.00 
11～20 36.15 3.27 
21～40 84.40 5.02 
41～60 184.39 10.06 

家庭用 

61～999,999 381.81 25.16 
０～100 89.62 8.92 
101～750 956.72 10.26 
751～1,500 7,621.90 15.43 

1,501～5,000 23,208.06 20.81 
5,001～20,000 96,063.75 25.56 

ホテル 

20,001～999,999 479,341.05 28.19 

 

表４－７ 地域別の水道及び下水道料金請求額の内訳（2000年12月）（単位：ペソ） 
 

地 域 上水道 下水道 IVA 合 計 
Playa del Carmen 4,408,070 246,734 433,695 4,968,483 
Tulum 73,451 0 3,093 76,544 
Felipe Carrillo Puerto 121,416 403 2,292 124,111 
Chetumal 1,049,485 58,214 32,287 1,130,297 

調査対象
地域内 

Othon P. Blanco 229,741 0 3,404 233,145 
Cozumel 604,134 186,402 38,537 762,536 
Jose Maria Morelos 103,583 0 1,759 105,343 

調査対象
地域外 

Lazaro Cardenas 62,261 0 1,713 63,974 
合 計（ペソ） 6,652,142 491,754 516,782 7,464,434 
合 計 （％） 89.1 6.6 6.9 100.0 

出典：キンタナロー州上下水道戦略計画 

 

表４－８ 地域別の業種別料金請求額の内訳（2000年12月）（単位：％） 
 

地 域 家庭 商業 工業 ホテル 公共施設 合計 
Playa del Carmen 2.7 7.5 0.0 56.3 0.1 66.6 
Tulum 0.6 0.4 0.0 0.0 0.1 1.1 
Felipe Carrillo Puerto 1.3 0.1 0.0 0.0 0.2 1.6 
Chetumal 10.4 2.2 0.0 0.8 1.7 15.1 

調査対象
地域内 

Othon P. Blanco 2.6 0.2 0.0 0.0 0.3 3.1 
Cozumel 4.5 2.5 0.2 2.6 0.3 10.1 
Jose Maria Morelos 1.2 0.1 0.0 0.0 0.2 1.5 

調査対象
地域外 

Lazaro Cardenas 0.6 0.0 0.0 0.1 0.1 0.8 
合 計（％） 23.8 13.0 0.4 59.8 3.0 100.0 

出典：キンタナロー州上下水道戦略計画 
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一方、業種別料金収入をみると、表４－８に示すように、家庭からの料金収入23.8％に対し

ホテルからの料金収入が59.8％を占め、その大部分がプラジャ・デル・カルメンのホテル群か

らの収入となっている。

CAPAの支局がある７つの上下水道システムごとの収入と支出（2000年）を表４－９に示す。

プラジャ・デル・カルメンのホテル群をもつソリダリダだけが大幅な黒字となっているが、他

の６局はすべて赤字となっており、全体で約2,250万ペソ（約２億8,000万円）の赤字となってい

る。

表４－９　地域別（７支局）収支一覧（2000年）（単位：千ペソ）

地　域 収　入 支　出 損　益
Solidaridad 59,461 20,972 38,489
Felipe Carrillo Puerto 1,741 11,980 ▲10,239
Chetumal 15,451 39,763 ▲24,312

調査対象
地域内

Othon P. Blanco 4,611 11,055 ▲ 6,444
Cozumel 11,855 23,558 ▲11,703
Jose Maria Morelos 1,171 5,712 ▲ 4,541調査対象

地域外 Lazaro Cardenas 722 4,470 ▲ 3,749
合　計（ペソ） 95,012 117,510 ▲22,498

出典：キンタナロー州上下水道戦略計画

４－３　下水処理の現状と課題

４－３－１　下水処理の現状

(1) 都市部の下水処理の現状

調査対象地域内にある本格的な公共下水道の下水処理場（標準活性汚泥法）は、プラジ

ャ・デル・カルメンとチェトマルの２か所のみである。フェリペ・カリジョ・プエルトに

は112戸の住宅を対象とした小規模な下水処理場（標準活性汚泥法）がある。表４－10に

上記３つの下水処理場の処理水量と処理水質（2002年10月）を示す。

表４－10　調査対象地域内の下水処理場の処理水量と処理水質（2002年10月）

項　　目 Chetumal Felipe Carrillo
Puerto

Playa del
Carmen

四半期（2002年７月～９月）
処理水量 (ｍ3) 202,210 10,496 534,448

日処理水量 (ｍ3/d) 2,247 117 5,938
処理水
量

時間処理水量 ( l /s) 26.00 1.35 68.73
PH 7.3 7.8 7.6
糞便性大腸菌群 1,700 3,700 140E+04
生物化学的酸素要求量 (BOD) 1.29 3.04 167.74
化学的酸素要求量 (COD) 36.59 54.98 402.44
全浮遊物質 (TSS) 3 3 247

処理水
質

全窒素 0.48 0.48 31.29
出典：CAPA
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　上記の水質データが示すように、プラジャ・デル・カルメンの下水処理場の処理水質は

BOD値が167ppm、COD値が402ppmと高く、現在施設改修工事中ということも影響してい

るが、ほとんど機能していない状況にある。

一方、チェトマルの下水処理場は良好な処理水質を示しているが、プラジャ・デル・カ

ルメンとほぼ同じ設計条件で設計されており、現在下水管網の整備の遅れによって、設計

下水量120 l/sに対し、約22％の26l/sの下水流入量しかなく、設計どおりの下水量が流入し

た場合、所定の処理水質を維持できない可能性がある。両下水処理場とも最初沈澱池がな

いことが１つの要因と考えられる。

その他の下水処理施設として、チェトマルに処理水量0.23l/s（Sta. Maria）と0.21l/s（Fovisste

Vetapa）の極めて小規模な下水処理施設（活性汚泥法）がある。ソリダリダ郡では、チェ

ムジィール（Chemuyil）に、約1,000人のホテル従業員家族を対象としたラグーン（安定

池）があるが、全く機能しておらず、新しい下水処理場が「東部沿岸地域下水道整備投資

計画」のなかで計画されている。

また、大型客船が毎日就航するオトン・ペ・ブランコ郡のマハワルでは、デベロッパー

が、自己の開発区域、並びに周辺沿岸水域村落の下水処理を目的として、下水処理場（標

準活性汚泥法）を建設中である。処理水は地下60ｍの海水中に注入する予定である。また、

地形が平坦であるため下水収集システムは真空式下水道を採用している。

(2) 村落部の下水処理の現状

村落部の下水処理は、くみ取り式あるいはセプティック・タンクで行われている。くみ

取り式トイレの場合、多くは糞尿が地下に浸み出し、雑排水はすべて地下浸透となってお

り、またセプティック・タンクの場合も上澄み液はすべて地下と浸透となっている。

村落部の衛生改善への取り組みとして、チェトマル近郊の村落では「家族ケアープログ

ラム」の一環として、郡が少額（800～1,000ペソ）の資金を住民に貸し付けて、セプティ

ック・タンク設置のための資材を供与している。設置に際しては、インストラクターがワ

ークショップを開催し、住民の自らの労力で、３日間程度で建設している。

一方、キンタナロー州では既製品のセプティック・タンク（強化プラスチック製）の流

通市場が既にあり、家庭用のセプティック・タンクが3,000ペソ程度で購入できる。

また、沿岸水域の村落では、水質保全の観点からセプティック・タンクによる下水処理

だけでは不十分であるため、ウェットランド（Wetland）と組み合わせた処理方式や、有

機ごみと糞尿を混合させて堆肥を作るコンポストトイレ12）がNGOらによって設置されてい

                                                                                          
12）メキシコの会社の特許で、微生物を含んだ土壌とコンポストトイレ本体で5,000ペソ程度で流通している。
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る。特に、シアン・カーンの友によって運営されているマハワルの沿岸環境センターでは、

キンタナロー州立大学の協力を得て、既にセプティック・タンク＋ウェットランド方式の

下水処理施設が同センター内に設置されており、近々USAIDの資金（建設費約18万ペソ）

を得て、同方式による観光客用の公共トイレとシャワールームの建設を計画している。

４－３－２　チェトマルの下水処理場

チェトマルの下水処理場は1998年に第１期分として、下水処理容量120l/sの施設が建設され

た。将来は第３期分（下水処理容量360l/s）まで拡張する予定である。現在、下水管網整備の

遅れと、１戸当たり2,000～5,000ペソの接続料金がかかるため、家庭から下水管への接続が予

定どおり進まず、表４－10に示すように26.0l/sの下水量しか流入していない。

下水処理方式は標準活性汚泥法で、処理フローは【流入】→【スクリーン】→【沈砂池】→

【曝気槽】→【最終沈澱池】→【塩素消毒】→【地下注入】となっており最初沈澱池がなく、

今後設計どおりの下水量が流入した場合、負荷変動が大きくなるため、所定の処理水質を維持

できない可能性がある。なお、余剰汚泥は機械脱水（ベルトプレス式）してから、敷地内に埋

め立て処分している。図４－３にチェトマルの下水管網幹線、及び下水処理場位置図を、図４

－４に下水処理場施設配置図を示す。

処理水の地下注入は、深度100ｍに口径50cmの注入井戸を用いて行っているが、雨期には注

入がうまくいかず溢れ出てしまうため、近くのラグーンに放流している。CNAでは、本件につ

いてJICA本格調査での技術支援を切望しており、モデルプロジェクトとして実施する必要があ

る。
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４－３－３　プラジャ・デル・カルメンの下水処理場

プラジャ・デル・カルメンの下水処理場は1992年に建設され、現在市街地の37％にあたる66l/s

の下水を処理している。しかし、処理水質が極めて悪く、現在施設改修工事中であるが、直接

下水処理機能を向上させる、初期沈澱池の設置や曝気槽・最終沈澱池の容量増強は計画されて

おらず、天日乾燥から機械脱水（ベルトプレス）への転換など、下水処理機能と直接関係のな

い施設改修が主で、改修後も下水処理機能の回復は難しいと思われる。本格調査において施設

診断をして、改善の提言をする必要がある。

下水処理方式は標準活性汚泥法で、処理フローはチェトマル下水処理場と同じく、【流入】

→【スクリーン】→【沈砂池】→【曝気槽】→【最終沈澱池】→【塩素消毒】→【地下注入】

となっている。処理水の地下注入は、深度120ｍに２本（１本は予備）の注入井戸で行ってい

る。

一方､プラジャ・デル・カルメンは観光産業の発展とともに人口増加が著しく､市街地が急速

に拡大している地域である。これに対応するため、既存の下水処理場から約２km離れた新市街

地の外側に、新たに処理容量120l/sの下水処理場の建設を計画しており、既に実施段階にある。

建設工事の入札を既に終了し､2002年11月の着工から１年後の完成を予定している｡この新しい下

水処理場の建設によって、プラジャ・デル・カルメンの市街地の90％の下水を処理することがで

きるようになるが､設計は既存下水処理場と同じくCNAが行っており、本格調査において設計の

診断をして、技術的支援を行っていく必要がある。図４－５にプラジャ・デル・カルメンの下水

管網幹線及び下水処理場位置図を示す｡

図４－５　プラジャ・デル・カルメンの下水管網幹線及び下水処理場位置図
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４－３－４ 下水処理の課題 

(1) 総合的な下水道Ｍ／Ｐの策定の必要性 

CAPAは東部沿岸地域下水道整備投資計画を2002年10月に策定しているが、資金不足、

技術者の人材不足から統一性を欠いた場当たり的な計画となっている。投資計画の精度も

小都市の下水処理場建設に関しては、人口と工事費原単位から算定したもので、技術的・

経済的な検討がなされていない。したがって、本格調査においては、東部沿岸水域の水環

境保全の見地から、総合的な下水道Ｍ／Ｐ策定の技術的支援を行っていく必要がある。 

 

(2) 下水処理技術移転の必要性 

 下水処理場の設計技術及び運転管理では、経験不足から既存下水処理場において所定の

処理水質目標を確保することができず、施設の改善を必要としており、下水処理設計技術

並びに運転管理ノウハウの技術移転が必要である。また、今後建設が必要とされる多数の

東部沿岸地域の小都市の下水処理場の整備においては、下水処理場設計の標準化が不可欠

であり、早期整備の実現に向けた技術的支援を行う必要がある。 

 

(3) 下水処理水の地下注入に関する調査の必要性 

ユカタン半島東部沿岸地域は、多孔質の石灰岩で構成されたカルスト地形で、雨水をは

じめ未処理下水もすべて地下に浸透しており、同時に水道水源も地下水に依存している。 

現在稼働中の下水処理場では、地下水汚染の影響を配慮して地下100～120ｍの深さに処

理水を放流しているが、地下構造並びに地下水流の調査がなされておらず、地下水汚染に

よる水道水源並びに沿岸水域の海洋動植物への影響が懸念されている。 

また、チェトマル下水処理場では、処理水が雨期には地下注入がうまくいかず溢れ出て

しまうため、近くのラグーンに放流しており、注入地点、注入深度についても調査する必

要があり、下水処理場の設計においても不可欠な要因である。 
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第５章　廃棄物処理の現状と課題

５－１　廃棄物処理にかかわる計画・法制度・実施体制

５－１－１　連邦政府、キンタナロー州及び郡レベルの固形廃棄物処理にかかわる計画

　連邦政府レベルで重要なのは、2001年に公示されたSEMARNATによる「きれいなメキシコ

国家十字軍：Cruzada Nacional Por un México Limpio」計画である。これは、ごみを排出しない

ための３つのR（Reduce, Reuse, Recicle）を実現しようというキャンペーンを含む。この計画

の目的は、①環境教育による住民教育、②国家固形廃棄物総合管理計画の策定、③固形廃棄物

管理のためのインフラ整備、資機材整備の推進と支援、④連邦政府、州、郡が協調体制のとれ

る法制度の枠組みづくりである。また、計画のなかでは、固形廃棄物管理における国、州、郡

の主要な権限・役割は、図５－１のように示されている。

出典：Cruzada Nacional por un México Limpio. SEMARNAT

図５－１　廃棄物の収集・運搬、再利用、リサイクル、処理、最終処分等の

廃棄物管理における連邦政府、州、郡の権限

大多数の郡では清掃条例等の規則が独自に制定されているのが現実であるが、料金徴集も含

めた財務管理、廃棄物処分方法、監視、住民教育等においてその内容は不十分で、見直しが必

要であることにも言及している。

州レベルではSEDUMAの環境部が、郡レベルでは都市開発環境部（又は環境部）が、環境行

連邦政府連邦政府連邦政府連邦政府

SEMARNAT

廃棄物の収集・運搬、貯留、再利用、
処理、最終処分にかかわるNOMの発行

SEDESOL

都市開発インフラ整備（廃棄物管理
を含む）のためのプロジェクト推進

州政府州政府州政府州政府

廃棄物の収集・運搬、貯留、再利用、管理、処理、最終処分にかかわる法制度の制定

郡郡郡郡

廃棄物の収集・運搬、貯留、再利用、管理、処理、最終処分のシステ
ム機能の認可・委任
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政を担当し、廃棄物管理計画を策定する。なお、キンタナロー州の固形廃棄物管理にかかわる

長期戦略計画は未策定である。以下にキンタナロー州レベルでの廃棄物管理計画を記す。

・キンタナロー州総合開発戦略計画2000～2025 ｢Plan Estratégico de Desarrollo Integral del

Estado del Quintana Roo 2000～2025 (キンタナロー州政府Centro de Estudios Estratégicos)｣

・キンタナロー州政府基本計画 「Plan Básico de Gobierno 1999～2005」の環境エコロジープ

ログラム2001～2005 ｢Progrma de Medio Ambiente y Ecologia 2001～2005, Enero del 2001

（SEDUMA：キンタナロー州都市開発環境局)｣

・キンタナロー衛生埋立地整備計画 「Proyectos de Rellenos Sanitarios Del Estado de Q. Roo

（SEDUMA）」

・チェトマル衛生埋立地整備計画 「Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario de la Ciudad de

Chetumal, Municipio de Othon P. Blanco, Quintana Roo. Dic. 2001（SEDUMA）」

・コスメル衛生埋立地整備計画「Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario de la Ciudad de Cozumel,

Quintana Roo - Planeacion Estrategias y Control Ambiental. Dic. 2001（SEDUMA）」

・トゥルム衛生埋立地整備計画 「Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario de la Ciudad de Tulúm,

Quintana Roo - Planeacion Estrategias y Control Ambiental. Dic. 2001（SEDUMA）」

・フェリペ・カリジョ・プエルト衛生埋立地整備計画 「Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario

de la Ciudad de Felipe Carrillo Puerto, Quintana Roo - Planeacion Estrategias y Control Ambiental.

Dic. 2001（SEDUMA）」

郡（Municipio）レベルでの廃棄物処理計画には、以下のようなものがある。

・郡のプログラム－コスタ・マヤ地区における固形廃棄物総合管理 ｢Programa Municipal -

Manejo Integral de Los Residuos Sólidos de Costa Maya (オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環

境部)｣

・コスタ・マヤ地区におけるごみ管理及び最終処分実施計画「Proyecto Ejecutivo para el Manejo

y Disposición Final de Residuos Sólidos Municipales en Costa Maya (オトン・ペ・ブランコ郡

都市開発環境部)」

・マハワル地区における固形廃棄物分別パイロットプログラム ｢Proyecto “Programa Piloto

de Separación de Residuos Sólidos en Mahahual, Q.Roo” (オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環

境部)｣

・マハワル地区におけるごみ管理緊急プログラム ｢Progrma Emergente Para el Manejo de la

Basura Mahahual, Q. Roo. 2000 (オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環境部)｣

・マハワル地区における固形廃棄物総合管理 ｢Manejo Integral de los Residuos Sólidos de マ

ハワル(オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環境部)｣

・バカラール地区の都市開発プログラム ｢Programa de Desarrollo Urbano de Bacalar (オト
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ン・ペ・ブランコ郡都市開発環境部)｣

・堆肥化施設整備計画 ｢Proyecto para el Establecimiento del Espacio Municipal de Composteo

(EMCO) (オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環境部)｣

連邦政府の管轄する自然保護地域内においては、SEMARNATに所属するCNANPが自然環境

保全を目的として廃棄物管理にかかわる事業を展開している。以下がCNANPの廃棄物処理に

かかわる計画である。

・チンチョロ生物圏保護区の漁業者居住区におけるコンポストトイレ普及プログラム

｢Programa de Letrinización en el Campamento Pesquero de la Reserva de la Biosfera Banco

Chichorro (自然保護地域委員会：CNANP/SEMARNAT)｣

・プンタ・アレン地区におけるコンポストトイレ普及による廃棄物処理プロジェクト

｢Proyectos en Punta Allen (Programa de Letrinización, CNANP/SEMARNAT)｣

５－１－２　廃棄物処理にかかわる法制度

固形廃棄物処理においては郡の公共サービス部（又は課）が清掃事業を直接担当し、都市開

発環境部又は環境部が条例や規則を適宜制定する。清掃事業については、①郡が直接実施する、

②地域の更に地方分権化した組織に委譲する、③地域の個人に委託する、④全面委託事業とし、

代理契約した企業に委託するかについて判断を下す（Bando de Policia y Buen Goierno del

Municipioより：下記参照）。

　郡の固形廃棄物管理にかかわる条例等は以下のとおりである。

・ソリダリダ郡ごみ収集･運搬､処理､最終処分の公共サービス提供にかかわる条例(Reglamento

para la prestación del servicio público de recolección, transporte, tratamiento y disposición final de

residuos sólidos en el municipio de solidaridad en el estado de Quintana Roo 1999)

・・・・ソリダリダ郡政策とすばらしい郡のための布告（Bando de policia y buen gobierno del

municipio Solidaridad.）

・フェリペ・カリジョ・プエルト郡清掃条例（Reglamento de limpia para el municipio de Felipe

Carrillo Puerto Quintana Roo 1994）

・・・・フェリペ・カリジョ・プエルト郡政策とすばらしい郡のための布告（Bando de policia y buen

gobierno del municipio Felipe Carrillo Puerto. 1977）

・オトン・ペ・ブランコ郡ごみ清掃回収処理サービス提供条例（Reglamento para la prestacion

del servicio de limpia, recoleccion y tratamiento de la basura en el municipio de Othón P. Blanco.

1994）

ごみ排出、収集、回収、処理のための規則が含まれる。

・オトン・ペ・ブランコ郡政策とすばらしい郡のための布告（Bando de Policia y Buen Goierno



―　 ―53

del Municipio de Othón P. Blanco 1982）

第23条｢郡の権限｣の第６項に、清掃事業は郡で実施するか更に地方分権化した地域の組織

や個人に委託する、又は全面委託事業として企業に委託するかを決定するとある。

・・・・オトン・ペ・ブランコ郡清掃及び荒地に関する条例Reglamento de limpia y predios baldios del

municipio de Othón P. Blanco, Quintana Roo. 1987

第12条において、ごみ収集の直接の担当部署は郡の公共サービス部（Dirección de Servicios

Públicos Municipales）が提供すると規定している。

５－１－３　廃棄物処理にかかわる機関と実施体制

廃棄物処理にかかわるキンタナロー州、郡及びその他の機関とそれらの役割を以下に示す。

(1) 州レベル

キンタナロー州の環境管理はSEDUMAが担当し、廃棄物管理計画の策定も同局の環境

部環境防止規制課が担当する。なお、現時点で州の廃棄物管理にかかわるM／Pは策定さ

れていない。

SEDUMAが作成した｢環境エコロジープログラム2001～2005｣のなかでは、①危険廃棄

物の量の削減と管理、②固形廃棄物の処理システムと技術提供の機会の強化、③危険廃棄

物の帯水層・土壌・食物連鎖への影響の軽減、④連邦政府及び地方自治体との危険廃棄物

管理にかかわる連携が、同環境部環境汚染防止規制課の活動目標として掲げられている。

同課は、キンタナロー州環境保護法が遵守されるよう州内を監視する義務がある。また、

各自治体に対して最終処分場建設計画のための技術的支援をし、廃棄物管理・処理及び再

利用・リサイクルシステムの確立を推進する（Periodico Oficial, June 15, 2001）。計画・承

認された最終処分場の整備については、SEDUMAが建設会社に発注する。建設後の処分

場の管理運営は、処分場がある自治体(郡)が実施する（キンタナロー州環境保護法）。最

終処分場管理運営費は、郡の負担となる。

(2) 郡レベル

LEEPA第105令（June 29, 2001）によれば、「地方自治体（郡）が、ごみ収集の技術、回

収ルート、集積と運搬、再利用・リサイクルの推進及び改善とそのための規範整備を担う」

とある。オトン・ペ・ブランコ郡の場合、17の事業部のうち、廃棄物管理計画は、都市開

発環境部（Direccion de Desarrollo Urbano y Ecología）が担当し、清掃事業は郡公共サービ

ス部（Dirección de Servicios Públicos Municipales）が担当する。表５－１にソリダリダ、

フェリペ・カリジョ・プエルト、オトン・ペ・ブランコ３郡の廃棄物管理政策及び清掃事

業担当部署を示す。
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表５－１　各郡の廃棄物管理及び清掃事業の担当部署
Solidaridad郡 Felipe Carrillo Puerto郡 Othón P. Blanco郡

環境管理
廃棄物管理政策

環境部
(Dirección de Medio Ambiente)

都市開発環境部
(Dirección de Desarrollo
Urbano y Ecología）

都市開発環境部
(Dirección de Desarrollo
Urbano y Ecología）

清掃事業
基盤整備部公共サービス
(Unidad de Servicios Públicos de
la Dirección de Infraestructura）

郡公共サービス部
(Dirección de Servicios
Públicos Municipales）

郡公共サービス部
(Dirección de Servicios
Públicos Municipales）

各郡は、清掃事業にかかわる条例や規則を適宜制定し、清掃事業を実施する｡ 郡の担当

部署(公共サービス部､ 都市開発環境部等)は､ 前述したとおり郡自身が清掃事業を実施する

か若しくは､ 地域の組織､ 個人､ 企業のいずれかに委託する形で､ 都市部及び沿岸地帯の集

落においてごみ収集・運搬､ 海岸・道路清掃､ ごみにかかわる衛生指導等の公共サービスを

実施している｡

年々増加する廃棄物量に比較してその処分地には限界があることから、各郡はごみの再

生・減量化対策の必要性を共通の認識として強くもっている。現在最も重要な課題は、観

光開発による今後の急激な人口増加に対処し得る廃棄物処理システムの確立である。現存

する最終処分場や新処分場の残余年数を長く維持し、管理コストを低く抑えるためにも、

廃棄物の廃棄抑制とリサイクルによるごみの減量化は急務である。そのための、廃棄物分

別・資源化・収集回収等の廃棄物管理計画策定や必要な条例等の制定も郡が実施する。

(3) SEMARNAT

SEMARNATに所属するCNANPが、自然保護区であるシアン・カーン、シカラク、チン

チョロ等において、小集落にコンポストトイレを導入し、かつ適切なごみ処理の指導を実

施している。その目的は、し尿や有機性ごみ及びその他のごみを適切に処理・再利用し、

生態系への悪影響を最小限に抑えることである。

(4) 大　学

キンタナロー州立大学の環境工学科では、都市部や農漁村集落において、ごみ量・ごみ

質にかかわる調査とリサイクルや堆肥化等の都市部廃棄物の再生・利用に関する調査研究

を実施している。また、沿岸部小集落においてポスターや複数色のごみ収集袋を使用し、

住民参加によるごみ分別促進及び減量化のキャンペーンを実施した経験もある。

(5) 研究機関

COBIOTECでは、農薬やサトウキビ工場からの排水によるオンド川の水質汚染に関して

調査を実施している。そのなかで、使用済みの農薬用容器の廃棄が人体や河川水質へ与え

る影響も調査している。
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(6) NGO

　NGOであるシアン・カーンの友では、サンゴ礁やマングローブ域等の自然環境を保全

する目的で、コスタ・マヤのマハワル集落においてごみの処分・分別の指導を実施してい

る。財源不足から現在の活動は小規模なものにとどまっている。また、ホテル産業からの

固形廃棄物の処理コスト削減にかかわる活動も計画している。

　ソリダリダ郡のリベエラ・マヤ地区においてNGOのCentro Ecol gico Akumalが、観光施

設から排出されるごみの分別収集を実施しており（ごみ取扱総量年間約1,000t）、有機ご

みのコンポスト化、紙類のリサイクル、金属類の回収業者への販売を実施している。

５－２　廃棄物処理の現状

　位置関係把握のため、本章で取り上げる主要な都市及び集落の位置を図５－２に示す。

図５－２　本章で取り上げる主要な都市及び集落の位置
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　ソリダリダ、フェリペ・カリジョ・プエルト、オトン・ペ・ブランコの各郡は、社会経済条件

の相違により、清掃事業の実施方法にも相違がみられる。観光開発が先行して行われ、人口増加

率の最も高いソリダリダ郡では、プラジャ・デル・カルメン、Puerto Aventuras、Akumal、Chemuyil、

トゥルムにおいて、企業（Empresa de Servicios Ambientales Urbanos S.A. de C.V.）と代理契約を

結び、清掃事業（ごみ収集・運搬、道路清掃、最終処分場の管理）を実施している。プラジャ・

デル・カルメンにおいても、海浜清掃をEmpresa Beach Clean A.A. de C.V.に委託している。また、

観光市街地内のリサイクル回収実験も企業への委託により実施されている。

その他の２郡では、企業との代理契約はないが、マハワルのような遠隔地方では個人に清掃事

業を委託しているケースがある。

　表５－２に各郡の人口や清掃事業にかかわる基礎データを示す。

表５－２　各郡の人口と清掃事業の基礎データ

Solidaridad郡 Felipe Carrillo Puerto郡 Othón P. Blanco郡
人口（2000年２月） 63,752人 60,365人 208,164人
人口増加率（％／年） 25（INEGI 2000）

過去５年で３倍、10年で
５倍に増加

4.2
(1993年から 1977年のデ
ータに基づく)

3.1
(1993年から1977年のデー
タに基づく)

集落数 2,500人以上：２都市
50～2,500人：21集落
50人以下：151集落

2,500人以上：３都市
50～2,500人：75集落
50人以下：121集落

2,500人以上：７都市
50～2,500人：75集落*

50人以下：５集落*
面積（km2） 4,246 13,806 18,760
ごみ収集量(ｔ／年, 2001） 83,500 12,000 172,000
ごみ収集車両（台） 20 4 25
ごみ収集率（％） 90 90 100
道路清掃普及率（％） 95 90 100
最終処分場の数
（SEDUMA資料）

４ ３ ７

最終処分場面積（ha） 11.5 31.0 5.0
最終処分方法 オープンダンピング

Playa del Carmenのみ覆土
による衛生埋立地

オープンダンピング オープンダンピング

清掃事業担当機関 郡役所又は企業へ委託 郡役所 郡役所又は個人へ委託

主要データの出典：Anuario Estadístico, Quintana Roo. Edición 2001
*　町長や村長等の地域の代表が存在する集落の数のみ集計

以下では、調査から得られた情報のなかから比較対照用データ数の多いトゥルム(ソリダリダ

郡)、フェリペ・カリジョ・プエルト(フェリペ・カリジョ・プエルト郡)、チェトマル(オトン・

ペ・ブランコ郡)、 コスタ・マヤ (オトン・ペ・ブランコ郡)の４地域の廃棄物処理にかかわる

情報を中心に記述する。
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 (1) ごみ排出

　家庭ごみは、自宅前又は定められた集積所へ排出・集積される。集積所には、ドラム缶設

置、犬猫避け用の高所棚又はカゴがある。観光市街地内では、ポリ容器（約200�）がごみ

容器として使用されている。

排出段階からのごみ分別は、ほとんどなされていない。ソリダリダ郡のプラジャ・デル・

カルメン（人口１万7,621人：2000年）の観光市街地内では、郡の環境アジェンダに基づい

て、企業（Empresa Publimedia S.A. de C.V.）に委託してペットポトル、可燃物、不燃物の分

別ステーションが３か所試験的に設置されている。同郡では今後、海浜地区に300個のリサ

イクル用ごみ箱を設置する予定である。また、同郡のChemuyil集落（人口920人）において

は、週２回のごみ回収サービス以外に、企業（ホテル）が共同農地（Ejido）の使用許可の

便宜を受けている代償として、ごみの分別回収サービスを週１回提供している。その内容は、

色分けされた３種類のごみ容器（ドラム缶）の設置により、有機ごみ、有害廃棄物、その他

のごみを分別・回収するものである。しかしながら、住民の意識は低いようで、ごみ容器の

中には無分別のごみが投入されていた。フェリペ・カリジョ・プエルトでは、集積所周辺で

ごみが散乱し放置されたままの状態が認められた。オトン・ペ・ブランコ郡のチェトマルに

おいては、週３回のごみ回収が行われているが、回収日以外にも住民はごみ袋を外に持ち出

し放置している。沿岸の小集落地域ではペットボトル等の不燃物の路上散乱が認められる。

さらに、どの地域においても、最終処分場付近へ通じる道路脇ではごみの不法投棄が認めら

れる。

表５－３に地域別のごみ排出量及び人口と今後の推移予測を示す。

表５－３　地域別のごみ排出量と人口及び今後の予測
Tulúm

(Solidaridad郡)
Felipe Carrillo Puerto

(Felipe Carrillo Puerto郡)
Chetumal

(Othón P. Blanco郡)
Costa Maya

(Othón P. Blanco郡)
ごみ１人当たり排出量
（㎏／日）

1.162 0.801 0.969 0.68
(MahahualとXcalak)

低所得層 1.281 0.831 0.933 ―
中所得層 1.047 0.734 0.946 ―
高所得層 1.160 0.838 1.030 ―
ごみ発生量（ｔ／日） 27～30 25～30 169.8 6.37

（家庭系：5.79）
（事業系：0.58）

ごみ発生量予測 90ｔ（2005年）
138.8ｔ（2012年)

35ｔ（2005年） 184.5ｔ（2005年）
213.3ｔ（2012年）

29.9ｔ（2005年）
119.1ｔ（2012年）

人口（2002年） 9,671人 22,325人 144,803人(2000年) 8,517人
129人（2000年）

人口増加率(％／年) 21％ 3.9％(過去10年より) 0.6％ 22.4％
予測人口 18,891人(2005年)

49,334人(2010年)
26,757人（2005年）
36,183人（2010年）

149,068人(2005年)
153,459人(2010年)

22,452人（2005年)
(Mahahual：15,000人)

61,653人（2010年)
(Mahahual：60,000人)
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　表にみられるとおり、各地域とも今後人口の大幅な増加が予想され、ごみの発生量もそれ

に伴い急激に増加すると予測されている。現在トゥルム、フェリペ・カリジョ・プエルト、

チェトマルの３都市では、廃棄物最終処分場の整備計画があり、新処分場建設が2003年より

着工される予定である（後述）。

(2) 廃棄物の収集・運搬

ごみ収集は、都市部においては週２～３回の頻度で行われる。聞き取り調査によれば、全

体的に一般家庭からのごみ収集率は、都市部で90％以上と高く、遠隔地の小集落特に内陸部

のマヤ地区では低い。しかしながら、フェリペ・カリジョ・プエルトのような郡の中心地域

においても収集率が40％（聞き取り調査）と低いケースが認められた。ごみの収集・道路清

掃状況について表５－４に示す。

表５－４　地域別のごみ収集・清掃状況

Tulúm Felipe Carrillo Puerto Chetumal
Costa Maya

（Mahahual等）
ごみ収集量(ｔ／日) 33.3ｔ 30ｔ

４ｔ (聞き取り調査)
94.4ｔ

300ｔ（聞き取り調査)
4.0ｔ

ごみ収集車輌 ２台 3.5ｔ車２台
８ｔ車２台

パッカー車18台（10～19yd3）
トラック３台（７ｍ3）

Pick-up車２台（3.5 ｔ）

１台 (3.5ｔ車)

収集作業員数 ８名 24人
（運転手６人）

監督１名
スーパーバイザー３名

運転手26名
作業員46名

１名
（委託）

収集頻度 週２～３回 ― 週３回
（６：00～16：00）

３日に一度

収集率（％） 90％ 90％
(40％：聞き取り調査)

100％ ほぼ100％
(聞き取り調査)

道路清掃員 ― 80名
(作業時間：４：00～12：00)

―

道路清掃普及率(％） 95％ 90％ 100％ ―

―：データ不明

注）聞き取り調査と報告書類のデータに大幅な開きが認められた。

事業系のごみに関しては、小中規模事業所の場合、各事業所が毎年事業継続承認のライセ

ンスを更新する際に、ごみ収集サービス料金として、１事業所当たり毎月30～300ペソ分を

前納する。レストラン、喫茶店、ホテル、自動車修理工場等事業種に応じてそれぞれの料金

が設定されている。部屋数800室を超えるような大規模なホテルの場合は、毎月３万ペソを

徴収している。この徴収料金体系は、頻繁に改正されているとのことである。
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(3) 廃棄物中間処理・減量化

郡は、今後ごみの分別・回収及び有機ごみの堆肥化により、ごみ減量化に重点を置いた政

策を推進する予定である。ごみの堆肥化に関しては、オトン・ペ・ブランコ郡が既に具体的

な計画を策定している（５－３－４参照）。ごみ減量化に関しては、環境教育や住民参加も

強化していく方針である。

事前調査において視察はできなかったが、ソリダリダ郡リベエラ・マヤ地区ではNGOの

Centro Ecol gico Akumalが、観光施設から排出されるごみの分別収集を実施しており（ごみ

取扱総量年間約1,000ｔ）、有機ごみのコンポスト化、紙類のリサイクル、金属類の回収業者

への販売を実施している。

なお、中間処理施設としての焼却施設は存在しない。

(4) 廃棄物最終処分

自治体の清掃行政における財政基盤は脆弱である。最終処分場付近の道路脇では、不法投

棄によ廃棄物最終処分では経費の安いオーピンダンピング方式が採用されている。Chetumal

の最終処分場は、1992年開設直後２年間は、遮水工のある衛生埋立地として機能していた。

しかし、そのあとの財政難及び管理技術不足からオーピンダンピングへと変更された。トゥ

ルム、フェリペ・カリジョ・プエルト、チェトマル、コスタ・マヤ(マハワル)の４地域の最

終処分場のうちチェトマル以外にはごみの圧縮・締め固め用のブルドーザーがなく、これら

の地域ではごみの散乱が顕著である。

トゥルムとチェトマルにおいては管理人がおり、ごみ搬入量（最終処分量）の積算（目測

による）と搬入量に応じた料金の徴収を行っている。トラックスケールはなく、ごみ最終処

分量を正確に記載した管理台帳は存在しない。トゥルムにおいては、郡の収集車両以外から

持ち込まれる廃棄物に対しては、車両１台当たり60ペソを管理人が徴収している。今後の計

画では、車両の大きさに応じて、車１台当たり3.5ｔ車まで60ペソ、６ｔ車まで80ペソ、積

載量14ｍ3まで120ペソの料金体系に変更する予定である。

現在３郡のなかでは、ソリダリダ郡のトゥルム、フェリペ・カリジョ・プエルト郡のフェ

リペ・カリジョ・プエルト、オトン・ペ・ブランコ郡のチェトマルの３都市において、IDB

の融資プログラムによる廃棄物最終処分場の新設計画がある。これは、地下水汚染防止に配

慮した廃棄物最終処分場の建設・運営計画であり、処分場には遮水工（ジオシンセティック・

クレイ・ライナー）、覆土及び浸出水の循環式処理が施される。また本計画には、収集車両、

重機、トラックスケール等の処分場運営とごみ回収・運搬にかかわる資機材整備が含まれて

いる（予算総額は約US$2,200万）。基礎調査及び施設設計調査の委託を受けた建設コンサル

タントが、報告書（「Selección de Sitio para Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario」及び
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「Proyecto Ejecutivo del Relleno Sanitario」）を作成している。2003年の２月又は３月より、ト

ゥルムとチェトマルからまず建設が着工される予定である。表５－５は、既存の最終処分場

と新衛生埋立地整備計画の基本情報である。

表５－５　地域別の最終処分場と新衛生埋立地整備計画の基本情報

Tulúm Felipe Carrillo Puerto Chetumal Costa Maya
オープンダンピング場 ２か所 １か所 １か所

（Calderitas内）
２か所

面積 ５～６ha ８ha
(聞き取り調査)

約15ha １ha

管理人（人数） ２名(１名ずつ交替制) ０名 監視人４名
重機作業員２名

０名

現処分量（ｔ／日） 33.3ｔ 30ｔ
４ｔ(聞き取り調査)

94.4ｔ
300ｔ(聞き取り調

査)

4.0ｔ

スカベンジャーの存在 あり あり あり
（組合組織あり）

あり

新衛生埋立地整備計画 建設予定 建設予定 建設予定 建設計画策定中
　面積 12.74ha 12ha 15ha 11ha
　市街地からの距離 10.05km 10.5km 7.23km 約40km
　地下水面との距離 10ｍ 10.5ｍ ５ｍ 1.1～1.5ｍ
建設予定位置(１辺) 西経87°30′

北緯20°16′
西経88°07′.143
北緯19°36′.025

西経88°16′46″
北緯18°34′04″

候補地２か所

使用予定年数 10年間 10年間 10年間 12年間
予算（ペソ） ＄68,204,086.87 ＄66,953,886.87 ＄82,198,436.75 ＄63,550,000.00

コスタ・マヤの現在計画策定中の最終処分場計画は、2003年の早い段階でBANOBRASを

通じてIDBへ融資を申請する予定である。本計画では、２か所の中継基地整備計画が含まれ

ること、及び地下水面と地表面の距離が極めて接近していることが他の処分場整備計画の内

容や立地条件と異なる点である。

廃棄物最終処分場建設に関しては、メキシコ公定基準NOM-083-ECOL-1996が、処分場の

底部土質の水浸透ファクターが３×10-10sec-1以下でなければならないと規定している。また

NOM-083-ECOL-1994では、最終処分場とその直下の地下水面の間の距離は、10ｍ以上を保

つとある（Guidelines for Low-Impact Tourism 2001より）。これに対しユカタン半島地域は、

土質の透水係数が、10-1ｍ/sec～10-4ｍ/secの多孔石灰質であり、地表面と地下水位との距離

は平均９ｍである。すなわち当該地域は、上記２基準を同時に満たすことができない極めて

特異な環境条件にある（地質学会会長より）。同地域で比較的透水性が低いとされる土壌

（Sascabと呼称）は、建設材としての需要も高いが、その透水係数は10-4ｍ/sec～10-7ｍ/sec程

度であり（砂礫からシルト・粘土の混合土に相当）、最終処分場の粘土ライナーとなり得る

適当な土壌は州内及び近縁では入手できない。このような特殊な状況から、新しい廃棄物処
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分場建設に関しては、浸出水が地下水を汚染する可能性を最小限に抑える方法として、遮水

シートによる遮水工（粘土ライナー併用）と浸出水循環処理が採用される。図５－３に新最

終処分場で採用される最終処分場の模式図を示す。

図５－３　新最終処分場で採用される工法の模式図

５－３　廃棄物処理の問題点と課題

　ソリダリダ、フェリペ・カリジョ・プエルト、オトン・ペ・ブランコの３郡内で認められる廃

棄物管理上の問題点及び課題としては、以下の３点（５－３－１から５－３－３）があげられる。

５－３－１　廃棄物排出量の急増

観光開発と人口増加により、今後ごみ排出量の大幅な増加が予想される。一例として、表５

－６にコスタ・マヤ地区における住民と観光客によるごみ排出量予測を示す。当地区のマハワ

ルでは、大型観光複合施設（モールと大型豪華客船が寄航できる桟橋）が建設され、2002年12

月より、乗客3,000～5,000人規模の大型客船が毎日コスタ・マヤ地区周遊のため寄航する。ま

た、ホテルも建設され、雇用を求めて人口増加が生じる。客室１室につき、約15人の人口増加

が見込まれると予想されている。これらが原因で、表５－６に示されるとおり、ごみ排出量は

10年で約10倍になると予想されている。マハワルにおいては、前述のように最終処分場及びご

み中継基地整備計画が策定されている段階であるが、現状に応じた整備計画とそのための予算

の獲得が急がれるところである。観光開発と人口急増の問題は、マハワル地域に限られたもの

ではなく、風光明媚かつ貴重な自然生態系やマヤ遺跡の多いほかの３郡内の小集落においても

同様の現象が起こると懸念されている。
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表５－６　コスタ・マヤ地区における住民と観光客によるごみ排出量予測

年 人口

１人当たりごみ

排出量

（kg／日）

住民からの

ごみ排出量

（ｔ／日）

観光客数

（人／年）

観光客１人当た

りごみ排出量

（kg／日）

観光客ごみ

総排出量

（ｔ／日）

その他からの

ごみ排出量

（ｔ／日）

総計

（ｔ／日）

2002 13,403.0 0.68 9.11 650,000.00 0.51 0.91 0.91 10.93

2003 20,105.0 0.69 13.94 780,000.00 0.52 1.11 1.39 16.45

2005 36,238.0 0.72 26.15 780,000.00 0.54 1.16 2.62 29.92

2007 52,996.0 0.99 52.38 780,000.00 0.74 1.58 7.86 61.82

2009 67,651.0 1.03 69.57 780,000.00 0.77 1.65 13.91 85.13

2011 82,305.0 1.07 88.05 780,000.00 0.80 1.71 17.61 107.38

2013 94,167.0 1.30 122.42 780,000.00 0.98 2.08 24.48 148.98

出典：ESTUDIO DE FACTIBILIDAD Y SELECCI DEL SITIO PARA DISPOSICI DE LOS RESIDUOS MUNICIPALES

EN COSTA MAYA,MUNICIPIO DE OTH P. BLANCO, Q. ROO.

最終処分場の使用期間を長く維持し、そのコストを削減するためにも、廃棄物の排出抑制（ご

み減量化）のシステムを早急に構築する必要がある。そのためには、分別・リサイクル・コン

ポスト化等の具体的対策が必要となる。この点については、各自治体とも共通の強い認識をも

ち、今後取り組むべき最も重要な課題の１つとしている。

５－３－２　ごみ収集・運搬システムの不備

ごみ収集及び道路清掃などの公共サービスが十分に整備されていない地域がある。フェリ

ペ・カリジョ・プエルトのような郡の中心地域においても収集率が40％と低いケースが認めら

れる。また、住民の環境保全意識の低さから、ごみの不法投棄及び路上や集積所でのごみの散

乱が認められ、衛生上かつ景観上にも問題がある。今後の人口増加を考慮すれば、収集・運搬

システムを改善し、効率の良い収集・運搬サービスの整備と拡充を図ることが課題である。

５－３－３　最終処分場からの浸出水による地下水汚染

既存の廃棄物最終処分場はオーピンダンピング方式であり、堆積したごみからの浸出水が帯水

層まで浸透し、地下水の水質を悪化させている可能性がある。そのため、地下水を利用する住民

の健康及び地域周辺の貴重な生態系に悪影響が生じることが強く懸念されている。この点に関し

ては既にSEDUMAと各自治体が、国内で十分な実績を有する地質学会（Colegio de Ingenieros

Geólogos）やX2001及びPLANESCO de México (Planeación de estrategías y Control Ambiental S.A.)の

ような建設コンサルタント会社へ業務を委託して、遮水工（米国製遮水シート使用）、覆土、浸出

水循環処理等を施した最終処分場建設計画を進めている。前述のように、最終処分場建設につ

いては、トゥルム、フェリペ・カリジョ・プエルト、チェトマルの３都市において、既にIDBか

らの融資を受け2003年には着工できる段階まで達している。また、人口急増が予想されるマ

ハワル地区においては、2003年の上半期にBANOBRASへ計画を提出し、整備予算を申請す
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る予定である。

５－３－４　今後重点を置いて取り組む廃棄物対策

　「きれいなメキシコ国家十字軍」キャンペーンに代表されるように、郡、SEDUMA、

SEMARNATでは特に、分別、有機ごみコンポスト化、リサイクルによるごみ減量化対策が急

務と考えている。キンタナロー州立大学の調査の一例では、都市部及び小集落から排出される

廃棄物量の61～77％は、堆肥化及びリサイクル可能との調査結果がある（表５－７参照）。

表５－７　オトン・ペ・ブランコ郡の３地域から排出されるごみの総量に占める

　　　　　　　　 堆肥化可能なごみ及びリサイクル可能なごみの割合

地域名 ごみ排出量
（kg／日）(％)

堆肥化可能な量
（kg／日）(％)

リサイクル可能な量
（kg／日）(％)

Laguna Guerrero 345 (100) 179 (51.9) 78 (22.6)
Rojo Gómez 3,225 (100) 1,690 (52.4) 782 (24.2)
Chetumal 94,440 (100) 39,668 (42.1) 18,132 (19.2)
出典：Generación y caracterización de residuos sólidos en algunas comunidades de Quintana Roo.

Universidad de Quintana Roo. 2002.

　どの廃棄物最終処分場においても、有価物を回収するスカベンジャーがおり、チェトマルで

はスカベンジャーの組合が組織されている。有価物は、１日30～500kgの量が業者へ売られる。

価格は、表５－８のとおりである（1999年当時）。これらの有価物はいったん貯留所へ溜め置か

れ、５～10ｔの量まで蓄積された段階でメリダ（Merida）やメキシコシティーへ搬送される。

これらの有価物に関して、分別･回収･流通のシステムを構築することによりごみ減量化を図る

ことも課題の１つである。

表５－８　廃棄物の中から回収されるリサイクル用有価物の価格（業者買取価格）

種　類 単価（ペソ／kg）
アルミニウム 5.50～8.00
青銅 4.50
銅 9.00
ブリキ板 7.00
鉄くず 0.30
ガラス 0.18
白紙類* 0.30
プラスティック* 0.40
段ボール* 0.18

出典：Aprovechamiento y Recuperación de Desechos Sólidos Municipales. Universidad de Quintana Roo. 1999.

* 白紙類、プラスティック類、段ボール類を扱う業者の数は他の有価物を扱う業者の数に比して少ない。



―　 ―64

また、収集・運搬サービスの充実していない遠隔小集落においては、当該地域内で自己完結

型に近い形で廃棄物循環型システムを推進していくことが理想的である。

ごみの減量化は、ひいては廃棄物最終処分場の残余使用年数をより長く維持し、最終処分場

に要するコストを低く抑えることにもつながる。ごみ減量化対策を目的とした具体的な計画と

しては、以下のような郡やSEMARNATの廃棄物対策がある。

(1) コンポストトイレによるし尿・生ごみ処理推進計画

　SEMARNATに所属するCNANPのフェリペ・カリジョ・プエルト事務所では、世界自然

遺産のシアン・カーン生物圏保護区域内に位置するプンタ・アレン（ソリダリダ郡）、

Chunyaxch（フェリペ・カリジョ・プエルト郡）、プンタ・エレーロ（Punta Herrero）（同

郡）、Maria Elena（同郡）の３地域にコンポストトイレを導入、し尿及び生ごみの堆肥化

とごみ減量化を推進している。これまでの導入数は、プンタ・アレン25基、Chunyaxché２

基、プンタ・エレーロ１基、マリア・エレーナ（Maria Elena）１基である。このトイレは

SIRDO（Sistema Integral de Reciclamiento de Desechos Orgánicos）と呼ばれ、メキシコの特

許を取得している。本システムを用いることにより、５人家族で６か月に一度タンク一杯

分（約100 l 相当）の堆肥の製造ができる。堆肥は、トイレ使用時のコンポスト培土及び

発酵促進剤として使用（し尿の上に振掛ける）、又は農業用堆肥として利用できる。適切

に管理すれば、トイレ特有の臭いや病原菌の発生はない。住民からの評判は良好で、今後

は自然環境保護と衛生環境改善を目的として、上記の地区をはじめ観光開発による急激な

人口増加が見込まれる遠隔かつ海岸地域の小集落に対して住民教育も含めた普及活動を

計画している。

コンポストトイレ導入により、生ごみ類（厨芥）の処理は改善されるが、その他の廃棄

物（不燃物、印刷紙等）の処理も無視できない。これらのごみが適切に回収・処理されな

ければ、不法投棄やごみの散乱を誘発することになりかねない。したがって、生ごみ以外

の廃棄物の分別・貯留・回収システムの構築も必要とされる。これら廃棄物処理に関して

は、住民の参加と住民教育による環境保全に対する意識改革が不可欠であり、各郡や

SEMARNATでは、環境教育にも精力的に取り組む方針である。

(2) チェトマルにおける都市部植物質有機廃棄物堆肥化による廃棄物減量化計画

オトン・ペ・ブランコ郡のチェトマルでは、街路樹剪定枝葉、庭からの草木ごみ、刈り

草等が全体のごみ量の約40％を占める（聞き取り調査より）。この種のごみは、既に収集

段階から別個に回収されているものの、再生・利用の手段をもたないため、結果的に最終

処分場へ仕向けられ、他種のごみと一緒に投棄されている。ユカタン半島では表土層が薄
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く、庭木栽培や農業に用いる肥沃な土壌は常に不足しており、購入による入手方法しかな

いのが現状である。また、街路樹や緑地帯整備にも大量の堆肥が必要とされ、本施設から

製造された堆肥には十分な需要が見込まれる。 

ごみの再生利用と減量化を重要課題とするオトン・ペ・ブランコ郡都市計画環境部では、

現在この植物質有機ごみの堆肥化を計画しており、本地域の自然環境に適した堆肥製造技

術の開発を計画している。同計画では約３haの敷地内に施設を建設し、搬入・分別・破砕・

発酵・熟成・養生・貯留の各ヤードを設け、最大計画処理量を40ｔ／日としている（図５－

４参照）。ヤード内にホイールローダー等を使用して破砕・チップ化された堆肥原料の山

を築き、定期的に切り返し（攪拌）を行う。約３か月で完熟堆肥が製造されると想定して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４ オトン・ペ・ブランコ郡都市計画環境部が計画している堆肥化施設概略図 
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第６章　環境予備調査

６－１　環境影響評価（EIA）制度

メキシコでは、環境影響が生じると考えられる事業には、EIAの実施が義務づけられており、

基本的な枠組みはLGEEPAに定められている（第３条、第28条）。EIAに関しては、補足的な規則

（Reglamento de la Ley General del Equilibrio Ecológico y la Protección al Ambiente en Materia en

Evaluación del Impacto Ambiental , D.O.F. 30 de mayo de 2000）がある。また、LGEEPAの第31条に

は、メキシコ公定基準（NOM）によって排出規制等が既に設定されている場合や、評価が既に

終了している都市開発計画や環境整備計画のなかの一部としての事業である場合等は、環境影響

報告書ではなく、環境影響防止報告書の提出が求められるとしている。環境影響防止報告書提出

後、20日以内に環境影響報告書提出の必要性の有無についての決定がSEMARNATより下される。

連邦政府レベルでの法律の施行はSEMARNATが所管するが、近年では環境関連の規則及びEIAの

規則等は地方分権化の流れを受けてそれぞれの自治体が発行している。

キンタナロー州のLEEPAでは、第24～42条にEIAに関する記述がある。第24条のなかでは、上

下水道・下水処理施設及び固形廃棄物管理・処分に関する事業に関しては、環境影響評価が必要

であると規定されている。ただし、第29条には、メキシコ公定基準（NOM）によって規制内容

の基準が既に定められている場合や、都市開発計画及び環境整備計画の枠組みのなかで予定され

ている事業、州の官報で公示される基準で環境への悪影響がないと判断されている事業である場

合は、環境影響報告書ではなく、環境影響防止報告書提出が求められるとしている。環境影響防

止報告書提出後、30日就業日以内に環境影響報告書提出の必要性の有無についての決定が

SEDUMAより下される。

環境影響評価にかかわる法律は以下のとおりである。

・LGEEPA（Ley General del Equilibrio Ecológico y Protección al Ambiente）

・EIAに関するLGEEPAの規則

Reglamento de la Ley General del Equilibrio Ecológico y la Protección al Ambiente en Materia en

Evaluación del Impacto Ambiental (D.O.F. 30 de mayo de 2000)

第２章で、環境影響評価に関する許可を必要とする事業について規定しており、下水処理場建

設や危険廃棄物処理が含まれている。

・Ley de Aguas Nacionales

・刑法Código Penal (Delitos Ambientales：環境犯罪法)

・Ley Ambiental para el Distrito Federal

・Reglamento de Impacto Ambiental y Riesgo (Ley Ambiental del Distrito Federal)

・Decretos de Protección de Reservas y Areas Naturales Protegidas
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・NOM-059-ECOL-1994：Especies protegidas de flora y fauna silvestre

・Programa General de Ordenamiento Ecológico Territorial del Distrito Federal

下水処理及び廃棄物処理分野におけるEIAに関連性のある主なメキシコ公定基準（NOM）は、

以下のとおりである。

・NOM-001-ECOL-1996：排水基準

Los limites máximos permisibles de contaminantes en las descargas de aguas residuales en aguas y

bienes nacionales.

・NOM-002-ECOL-1996：下水処理施設へ導入される排水基準

Los limites máximos permisibles de contaminantes en las descargas de aguas residuales a los

sistemas de alcantarillado urbano o municipal.

・NOM-003-ECOL-1997：公共サービスに再利用される処理排水の水質基準

Los limites máximos permisibles de contaminantes para las aguas residuales tratadas que se reusen en

servicios al público.

・NOM-CCA-031-ECOL/1993：水道水源の水質基準

Los limites máximos permisibles de contaminantes en las descargas de aguas residuales provenientes

de la industria, actividades agroindustriales, de servicios y el tratamiento de aguas residuales a los

sistemas de drenaje y alcantarillado urbano o municipal

・NOM-067-ECOL-1994：下水処理場及び市街排水からの排水基準

Los limites máximos permisibles de contaminantes en las descargas de aguas residuales a cuerpos

receptores, provenientes de los sistemas de alcantarillado o drenaje municipal.

・NOM-001-CNA-1995：下水処理場建設（密閉性仕様）

Sistema de alcantarillado sanitario, especificaciones de hermeticidad.

・NOM-087-ECOL-1995：医療施設からの感染性危険廃棄物の収集・運搬、処理、最終処分に

関する要件

Los requisitos para la separación, envasado, almacenamiento, Recolección, transporte, tratamiento y

disposición final de los residuos peligrosos biologigo-infecciosos que se generan en establecimientos

que presten atención médica.

・NOM-083-ECOL-1996：都市ごみの最終処分場用地選定条件

Las condiciones que deben reunir los sitios destinados a la disposición final de los residuos sólidos

municipales
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６－２ プロジェクト概要及びプロジェクト立地環境 

(1) 下水処理 

表６－１及び表６－２に本プロジェクトの概要及び立地環境を示す。 

なお、計画諸元については、現段階では未定の部分があるため想定として記載している。 

 

表６－１ プロジェクト概要 
 

項 目 内  容 

プロジェクト名 メキシコ国キンタナロー州東部沿岸地域衛生環境管理計画 

背  景 

メキシコ・キンタナロー州（約４万km2、人口87万人うちの約40万人は
カンクン市に居住（2000年推計））に位置するユカタン半島東部沿岸部
（約500km）の自然環境が豊かでこの自然資源を利用し生活する少数民
族が多く居住している。また歴史的遺跡が多く、観光産業は国家レベ
ルでの外貨獲得手段となっている。しかし近年環境配慮が不十分のま
ま観光開発が進められ、急激な人口増加が生じ、社会基盤整備が追い
ついていない町や集落が多い。これに対し、メキシコ・中央・地方両
政府は様々な法整備、戦略を策定するなど対策を施しているが、十分
な対応がなされず、沿岸環境や住民の生活環境への影響が懸念されて
いる。 
かかる背景から、「キンタナロー州東部沿岸地域住民の生活環境が改善
され、沿岸水環境保全がなされる」ことを上位目標として、キンタナ
ロー州東部沿岸地域の３郡（オトン・ペ・ブランコ、フェリペ・カリ
ジョ・プエルト、ソリダリダ）を対象とし、「総合的な衛生環境管理（下
水道・廃棄物処理・衛生環境管理に係る住民参加及び環境教育）マス
タープランを策定し、その中で選定されたモデルプロジェクトについ
てフィージビリティ・スタディを実施する」ことを目標として、地域
に根ざす適正技術を中心とした衛生環境管理の実施を計画している。 

目  的 
キンタナロー州東部沿岸地域の衛生環境整備による沿岸水域の水環境
保全 

位  置 メキシコ・キンタナロー州東部沿岸地域（カリブ海沿岸）の３郡 

実施機関 キンタナロー州上下水道公社（CAPA） 

裨益人口 約52万人（2005年推計） 

計画諸元（想定）  

 計画の種類 新設／改良 

 対象区域 人口：約40万人、下水量：1.2ｍ3／秒 (34都市) 

 排除方式 分流式／合流式 

 処理場 処理方式：２次処理 処理能力：1.2ｍ3／秒 (35下水処理場) 

 汚泥処理、処分方式 乾燥／焼却、埋立／再利用／その他（   ） 

 管渠延長等 開渠／暗渠、管渠延長：約350km、ポンプ場：数十か所 

 放流水域等 放流水域：地下浸透→カリブ海  放流水質：BOD 30ppm以下 

その他特記すべき事項  

注）計画諸元については、現段階では未定の部分があるため想定を記載 
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表６－２ プロジェクト立地環境 
 

項 目 内 容 

プロジェクト名 
メキシコ国ユカタン半島東部沿岸地域衛生環

境管理計画 

地域住民 

（居住者／先住民／計画に対する意識等） 
都市住民、村落住民 

土地利用 

（都市／農村／史跡／景勝地／病院等） 
都市、農村、漁村、遺跡、自然保護区 

社
会
環
境 

経済／交通 

（商業･農漁業･工業団地／バスターミナル等） 
観光、商業、農業、漁業等 

地形・地質 

（急傾斜地・軟弱地盤・湿地・断層等） 

沿岸は低地湿地帯。陸地はカルスト地形で、

雨水が浸透してしまうため河川がない。 

海岸・海域の状況 

（侵食・堆砂／潮流・潮汐等） 
地下浸透による放流を行っている。 

自
然
環
境 

貴重な動植物・生息域 

（自然公園・指定種の生息域等） 
沿岸流域に自然保護区あり。 

苦情の発生状況 

（関心の高い公害等） 

沿岸流域の水質汚濁、及び水道水源となって

いる地下水の汚染 公 
 

害 対応の状況 

（制度的な対策／補償等） 
特になし 

その他特記すべき事項 地方中核都市において下水道施設整備が進行中 

注）記述は既存資料及び聞取調査に基づく想定を含む。 

 

(2) 廃棄物処理 

表６－３及び表６－４に本プロジェクトの概要及び立地環境を示す。 

なお、計画諸元については、現段階では未定の部分があるため想定として記載している。 
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表６－３　プロジェクト概要

項　目 内　　容
計画名 メキシコ国ユカタン半島東部沿岸地域衛生環境管理計画事前調査
背　景 メキシコ・キンタナロー州（約４万km2、人口87万人うち約40万人はカンクン市に居住）

に位置するユカタン半島東部沿岸部（約500km）は、自然環境が豊かで、自然資源を利
用しながら生活する少数民族が多く居住している。また歴史的遺跡が多く、観光産業は
国家レベルでの外貨獲得手段となっている。しかし近年環境配慮が不十分のまま観光開
発が進められ、急激な人口増加に対して社会基盤整備が十分に対応できていない都市や
集落が多い。これに対し、メキシコ・中央・地方両政府は様々な法整備や戦略を策定す
るなど対策を施しているが、沿岸環境や住民の生活環境への影響に対する懸念は増大し
つつある。
2001年３月JICAは、日米共同プロジェクト形成調査団を派遣し、当該沿岸地域の環境保
全への援助ニーズが高いことを認識した。2002年７月予備調査を実施し、沿岸環境に大
きなインパクトを与えている下水及び廃棄物の処理に関する協力が緊急に必要であるこ
とを確認した。これを受けて今回2002年10月に事前調査団を派遣し、Ｓ／Ｗを署名・交
換した。

目　的 キンタナロー州東部沿岸地域の衛生環境を改善するための廃棄物計画を策定し、同地域
の総合的環境管理政策に組み入れる。

位　置 メキシコキンタナロー州東部沿岸部に位置するソリダリダ、フェリペ・カリジョ・プエ
ルトの３郡

実施機関 キンタナロー州都市開発環境局(SEDUMA)と各自治体（郡）の以下の環境管理担当部署
が中心的な実施機関となる。
・ソリダリダ郡環境部
・フェリペ・カリジョ・プエルト郡都市開発環境部
・オトン・ペ・ブランコ郡都市開発環境部

また、保護地域内の集落では、SEMARNATやCNANPも実施機関となる。
裨益人口 332,221人（３郡の合計人口)（Anuario Estadístico Quintana Roo. Ed. 2001より）
計画諸元
計画の種類 ごみ再生施設と最終処分場の新設／分別・収集・運搬・資源化システム改善
計画区域内現人口 332,221人（2000年２月）
現在のごみ排出量 762ｔ／日（2001年）

ソリダリダ：92,777ｔ/年, フェリペ・カリジョ・プエルト：13,333ｔ/年、
オトン・ペ・ブランコ：172,000ｔ/年、３郡合計：278,110ｔ/年

ごみの種類 家庭／商業／事務／道路／河川／観光地／海岸
計画年次 2015年（Ｓ／Ｗより）

ごみ減量化を重点目標とする。
チェトマルでは、40ｔ／日の有機ごみの堆肥化を目標とする。

ごみの処理方法

・ごみ収集・運搬サービス改善
・植物質有機ごみ堆肥化／コンポストトイレ普及／リサイクル／環境教育によるごみ
減量化推進
・衛生埋立地建設による最終処分場衛生環境改善

その他特記すべき事
項

本プロジェクトは、環境改善のための最終処分場整備や収集・運搬サービス改善に加え、
「きれいなメキシコ国家十字軍」の国家キャンペーンに代表されるように、ごみ減量化
にも重点を置く。
既に、ソリダリダ郡のトゥルム、フェリペ・カリジョ・プエルト郡のフェリペ・カリジ
ョ・プエルト、オトン・ペ・ブランコ郡のチェトマルの３都市において、米州開発銀行
（IDB）の融資プログラムによる廃棄物最終処分場の新設計画が存在する。さらにオトン・
ペ・ブランコ郡コスタ・マヤで現在策定中の最終処分場計画は、2003年の初旬には公共
事業銀行（BANOBRAS）を通じてIDBへ融資を申請する予定である。

注）記述は既存資料及び聞取調査に基づく想定を含む。
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表６－４ プロジェクト立地環境 
 

項 目 内  容 

計画名 メキシコ国ユカタン半島東部沿岸地域衛生環境管理計画調査 

地域住民 
（居住者／先住民／計画に対す
る意識等） 

都市住民、村落住民、マヤ系先住民 

土地利用 
（都市／農村／史跡／景勝地／
病院等） 

都市、農村、漁村、リゾートホテル、遺跡、景勝地、自然保
護地域、世界自然遺産、大型豪華客船寄航用観光複合施設 

社
会
環
境 

経済・交通 
（商業／農漁業・工業団地／バ
スターミナル等） 

観光、商業、漁業、船・バスのターミナル、サトウキビ産
業、ココやし農園、レストラン 

地形・地質 
（急傾斜地・軟弱地盤・湿地／
断層等） 

陸地には透水性の高い多孔質カルスト地層が広がる。 
世界最大級の地下河川が広がり湧水池多し。 
マングローブ湿地帯、藻場及びサンゴ礁が沿岸部に分布。 自

然
環
境 貴重な動植物・生息域 

（自然公園･指定種の生息域等） 

世界遺産、自然保護区あり。 
マナティーの餌場及び繁殖地あり。 
サンゴ礁、マングローブ域の貴重な生態系あり。 

苦情の発生状況 
（関心の高い公害等） 

沿岸部には、廃棄物の不法投棄・散乱が認められ景観悪化。 
衛生埋立地建設への住民の関心は高く、環境に影響を与え
る可能性のある衛生埋立地建設に対しては住民の反対意
見が強い（地質学会会長私信）。 

公 

害 

対応の状況 
（制度的な対策／補償等） 

衛生埋立地建設には、住民が納得のいく安全度の高い遮水
工及び浸出水処理を選択する。 

その他特記すべき事項 
本地域は、メキシコのなかでも観光客数及び人口の増加率
が最も高い地域である。 

注）記述は既存資料及び聞き取り調査に基づく想定を含む。 

 

６－３ スクリーニング・スコーピング結果 

(1) 下水処理 

表６－５及び表６－６に本プロジェクトにおける環境調査の必要性の検討結果（スクリー

ニング）及び環境影響に対する項目の検討結果（スコーピング）を、表６－７に総合評価を

示す。 

なお、実施にあたっては、「社会・経済インフラ整備計画に係る環境配慮ガイドライン（Ⅶ

下水道計画編）」（平成４年、JICA）、現地でのＣ／Ｐ機関であるCAPAの関係者らとの意見交

換を参考とした。 
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表６－５ スクリーニング結果 
 

環境項目 内 容 評 定 備考（根拠） 

１ 住民移転 用地占有に伴う移転（居住権、土地
所有権の転換） 有・無・不明 処理場用地は確保済 

２ 経済活動 土地等の生産機会の喪失、経済構造
の変化 有・無・不明 処理場用地は確保済 

３ 交通・生活施設 渋滞・事故等既存交通や学校・病院等への影響 有・無・不明 工事内容等によっては影響の可能性有 

４ 地域分断 交通の阻害による地域社会の分断 有・無・不明 処理場用地は確保済 

５ 遺跡・文化財 寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や価
値の減少 有・無・不明 工事内容等によっては影響の可能性有 

６ 水利権・入会権 漁業権､水利権､山林入会権等の阻害 有・無・不明 処理水地下浸透のため影響はない 

７ 保健衛生 ごみや衛生害虫の発生等衛生環境の
悪化 有・無・不明 スクリーンカスの発生 

８ 廃棄物 建設廃材・残土、汚泥の発生 有・無・不明 スクリーンカス、汚泥の発生 

社
会
環
境 

９ 災害（リスク） 地盤崩壊・落盤、事故等の危険性の増大 有・無・不明 大規模造成はない 

10 地形・地質 掘削・盛土等による価値のある地
形・地質の改変 有・無・不明 大規模造成はない 

11 土壌浸食 土地造成・森林伐採後の雨水による
表土流出 有・無・不明 大規模造成はない 

12 地下水 掘削工事の排水等による涸渇、浸出
水による汚染 有・無・不明 処理水地下浸透のため 

13 湖沼・河川流況 埋立や排水の流入による流量、水質の変化 有・無・不明 処理水地下浸透のため 

14 海岸・海域 埋立地や海況の変化による海岸浸食
や堆積 有・無・不明 海域の造成はない 

15 動植物 生息条件の変化による繁殖阻害、種
の絶滅 有・無・不明 処理場予定地周辺の生息状況が不明 

16 気 象 大規模造成や建築物による気温、風
況等の変化 有・無・不明 大規模施設はない 

自
然
環
境 

17 景 観 造成による地形変化、構造物による
調和の阻害 有・無・不明 処理場施設の出現 

18 大気汚染 車両や工場からの排出ガス、有害ガ
スによる汚染 有・無・不明 汚泥処理方法によっては影響の可能性有 

19 水質汚濁 土砂や工場排水等の流入による汚染 有・無・不明 ごみの流入や工場排水の流入 

20 土壌汚染 排水・有害物質等の流出・拡散等に
よる汚染 有・無・不明 汚染土壌の搬入はない 

21 騒音・振動 車両・処理場等による騒音・振動の
発生 有・無・不明 処理場からの発生 

22 地盤沈下 地盤変状や地下水位低下に伴う地表
面の沈下 有・無・不明 カルスト地形のため 

公 
 

害 

23 悪 臭 下水処理場の稼働に伴う悪臭の発生 有・無・不明 処理場からの発生 

総合評価：IEEあるいはEIAの実施が必要となる 
開発プロジェクトか 要・不要 一部、環境影響が想

定される 
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表６－６ スコーピング結果 
 

環境項目 評定 根  拠 

１ 住民移転 Ｄ 下水処理場用地は公有地を確保済 

２ 経済活動 Ｄ 下水処理場用地は公有地を確保済 

３ 交通・生活施設 Ｃ 交通の妨げになる施設はない 

４ 地域分断 Ｄ 地域を分断する施設はない 

５ 遺跡・文化財 Ｃ 遺跡･文化財は報告されていないが、掘削時に確認される可能性 

６ 水利権・入会権 Ｄ 処理水地下浸透のため水利権・入会権の影響はない 

７ 保健衛生 Ｃ スクリーンカス・汚泥が発生 

８ 廃棄物 Ｃ スクリーンカス・汚泥が発生 

社 

会 

環 

境 

９ 災害（リスク） Ｄ 平坦地で大規模な切土等は行わない 

10 地形・地質 Ｄ 大規模な地形改革は行わない 

11 土壌浸食 Ｄ 大規模な地形改変、植生除去は行わない 

12 地下水 Ａ 下水処理水を地下浸透させるため、地下水への影響の可能性 

13 湖沼・河川流況 Ｄ 流域に河川なし 

14 海岸・海域 Ｄ 海岸の地形や海況を変化させる工事や施設はない 

15 動植物 Ｃ 下水処理場予定地周辺の動植物に関するデータはない 

16 気 象 Ｄ 気象に影響を与える施設はない 

自 

然 

環 

境 

17 景 観 Ｃ 処理場の建築物が出現 

18 大気汚染 Ｃ 汚泥焼却による排ガス発生の可能性 

19 水質汚濁 Ｂ ごみ・工場排水の流出有 

20 土壌汚染 Ｄ 土壌を汚染する工事や施設はない 

21 騒音・振動 Ｃ 騒音・振動を発生する工事や施設の可能性 

22 地盤沈下 Ｄ カルスト地形のため地盤沈下の可能性はない 

公 
 

害 

23 悪 臭 Ｂ 処理場から発生の可能性 

（注１）評定の区分 

Ａ：重大なインパクトが見込まれる 

Ｂ：多少のインパクトが見込まれる 

Ｃ：不明（検討する必要はあり､調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものとする） 

Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない 

（注２）評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること 
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表６－７ 総合評価 
 

環境項目 評定 今後の調査方針 備 考 

地下水 Ａ 
地下水の現況水質、及び地下水解析による地
下浸透地点・深度の検討 

 

水質汚濁 Ｂ 
排水基準に基づく、工場排水排出規制の効果
的な運用の検討 

 

悪臭 Ｂ 
設備配置及び構造、類似施設の事例、対策方
法の検討 

 

交通・生活施設 Ｃ 下水道管工事計画及び周辺交通流の検討  

遺跡・文化財 Ｃ 掘削工事実施の配慮  

保健衛生 Ｃ スクリーンカス・汚泥の処分方法の検討  

廃棄物 Ｃ 
スクリーンカス・汚泥の発生量把握 
処分方法の検討、有効利用の可能性の検討 

 

動植物 Ｃ 動植物の生息生育情報の収集  

景 観 Ｃ 
処理場建築物の配置、構造の検討、土地利用
の現況 

 

大気汚染 Ｃ 汚泥処理方法の検討 汚泥焼却の場合 

騒音・振動 Ｃ 処理場内設備の発生源、建築物の壁面構造 大きな騒音源がある場合 

（注１）評定の区分 

Ａ：重大なインパクトが見込まれる 

Ｂ：多少のインパクトが見込まれる 

Ｃ：不明（検討する必要はあり､調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものとする） 

Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない 

 

(2) 廃棄物処理 

表６－８及び表６－９に本プロジェクトの環境インパクトのスクリーニング及びスコーピ

ングを、また表６－10に総合評価を示す。 

なお、実施にあたっては、「社会・経済インフラ整備計画に係る環境配慮ガイドライン（VI

廃棄物処理計画編）」（平成４年、JICA）、現地でのＣ／Ｐ機関であるSEDUMA、郡の都市開発

環境部及びSEMARNATの関係者らとの意見交換を参考とした。 
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表６－８ 環境インパクトのスクリーニング 
 

環境項目 内  容 評定 備考（根拠） 

１ 住民移転 用地占有に伴い移転（居住権、土地所有権の転換） 無 居住地ではない 

２ 経済活動 土地等の生産機会の喪失、経済構造の変化 不明 用地の経済価値が不明 

３ 交通･生活施設 渋滞、事故等既存交通や学校・病院等への影響 無 中心地ではない 

４ 地域分断 交通の阻害による地域社会の分断 無 中心地ではない 

５ 遺跡･文化財 寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や価値の減少 無 存在しない 

６ 水利権･入会権 漁業権、水利権、山林入会権等の阻害 無 近縁に利権は認められない 

７ 保健衛生 ごみや衛生害虫の発生等衛生環境の悪化 無 衛生環境は改良される 

８ 廃棄物 建設廃材・残土、焼却灰等の発生 無 発生量は少ない 

社
会
環
境 

９ 災害(リスク) 地盤崩壊・落盤、事故等の危険性の増大 無 大工事ではない 

10 地形・地質 掘削･盛土等による価値のある地形･地質の改変 有 埋立による地形の変化 

11 土壌浸食 土地造成・森林伐採後の雨水による表土流出 無 雨水は地下へ浸透 

12 地下水 浸出汚水による汚染 無 遮水工・浸出水処理あり 

13 湖沼･河川流況 埋め立てや排水の流入による流量、河床の変化 無 河川や湖沼は近縁になし 

14 海岸・海域 埋め立たてによる海岸地形や海岸植生の変化 無 海岸の埋立予定なし 

15 動植物 生息条件の変化による繁殖阻害、種の絶滅 不明 
マングローブ湿地帯等の
生態系が近傍にある 

16 気象 大規模造成や建築物による気温、風況等の変化 無 大規模施設なし 

自
然
環
境 

17 景観 造成による地形変化、構造物による調和の阻害 有 地形改変あり 

18 大気汚染 車両や工場からの排出ガス､有害ガスによる汚染 有 
収集車両、埋立地通気管か
らの排ガス 

19 水質汚濁 土砂や工場排水等の河川･地下水流入による汚染 無 遮水工により漏出浸透防止 

20 土壌汚染 焼却灰・不燃ごみ等の流出・拡散等による汚染 無 遮水工により漏出浸透防止 

21 騒音・振動 収集車両・処理場等による騒音・振動の発生 有 収集車や重機の作業あり 

22 地盤沈下 地盤沈下や地下水位低下に伴う地表面の沈下 無 揚水計画なし 

公 
 

害 

23 悪臭 焼却場からの排出ガス･ごみからの悪臭の発生 有 収集車両からのごみ汁 

総合評価：IEEあるいはEIAの実施が必要となる開発プロジェクトか 要 影響の考えられる項目あり 
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表６－９ 環境インパクトのスコーピング 
 

環境項目 評定 根  拠 

１ 住民移転 Ｄ 最終処分場用地は確定済み 

２ 経済活動 Ｃ 用地の経済価値が不明 

３ 交通・生活施設 Ｄ 交通を妨げる位置に施設建設計画はない 

４ 地域分断 Ｄ 中心地ではない 

５ 遺跡・文化財 Ｄ 遺跡・文化財のある場所ではない 

６ 水利権・入会権 Ｄ 川や山は近傍にない 

７ 保健衛生 Ｄ 衛生環境は改良される 

８ 廃棄物 Ｄ 多量には発生しない 

社
会
環
境 

９ 災害（リスク） Ｄ 地盤崩壊に関係するような大工事は実施しない 

10 地形・地質 Ｂ 数ha規模の造成が行われ地形の変化あり 

11 土壌浸食 Ｄ 雨水は表層水とならず地下へ浸透する 

12 地下水 Ｄ 最終処分場には遮水工と浸出水循環処理を施す 

13 湖沼・河川流況 Ｄ 河川や湖沼は近傍にない 

14 海岸・海域 Ｄ 海岸地帯の埋立予定はない 

15 動植物 Ｃ 現時点で動植物相にかかわる情報がなく不明 

16 気象 Ｄ 気象に影響を与えるほどの造成や建設物はない 

自
然
環
境 

17 景観 Ｂ 数ha規模の埋立等の造成が行われ、景観は変化する 

18 大気汚染 Ｃ 収集車輌、埋立地排気管からの排ガスの影響が考えられる 

19 水質汚濁 Ｄ 遮水工により漏出・浸透を防止する 

20 土壌汚染 Ｄ 遮水工により漏出・浸透を防止する 

21 騒音・振動 Ｂ 収集車や重機の稼動の影響あり 

22 地盤沈下 Ｄ 地下水の揚水計画はなし 

公 
 

害 

23 悪臭 Ｂ 処分場からの浸出汚水と収集車両からのごみ汁による悪臭 

（注１）評定の区分 

Ａ：重大なインパクトが見込まれる 

Ｂ：多少のインパクトが見込まれる 

Ｃ：不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものとする） 

Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない 

（注２）評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること。 



－77－

表６－10 総合評価 

環境項目 評定 今後の調査方針 備 考 

景観 Ｂ 
予定地周辺の踏査 
建築物の配置、構造の検討 

 

騒音・振動 Ｂ 
予定地周辺の踏査 
建築物の構造、収集車両・重機類の稼働時間 

 

悪臭 Ｂ 予定地周辺の踏査と悪臭の波及予測  

地形・地質 Ｃ 予定地の地形状況把握  

経済活動 Ｃ 土地利用の現況と経済活動情報の収集  

動植物 Ｃ 動植物の分布情報の収集  

大気汚染 Ｃ 
大気質の予測、収集車両など稼働時間予測、予定地周辺の踏
査 

 

（注１）評定の区分 

Ａ：重大なインパクトが見込まれる 

Ｂ：多少のインパクトが見込まれる 

Ｃ：不明（検討する必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくものとする） 

Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない
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第７章 本格調査の実施方針 
 

７－１ 調査の目的と基本方針 

(1) 調査の目的 

ユカタン半島東部地域では地質上の特性から透水性が高いため、特に地下水に関して水質

汚濁が生じやすく、生活への影響はもとより沿岸部の生態系保全地区への負のインパクトが

懸念されている。したがって、そこで暮らす人々の生活にとって欠かせぬ貴重な地下水の水

質を保全するための方策を検討する。当該地域の衛生環境Ｍ／Ｐの策定支援と小規模集落に

焦点をあてた排水処理及び廃棄物管理のモデルプロジェクトを実施するが、行政側のみでは

なく、環境NGOやキンタナロー州立大学の協力も得ながら本格調査を行うことが効果的と考

えられる。 

調査の目的は次の３点である。 

 1) キンタナロー州東部沿岸地域の沿岸水環境保全を上位目標として、処理並びに廃棄物処

理の包括的な「衛生環境管理Ｍ／Ｐ」を策定する。 

 2) 上記の「衛生環境管理Ｍ／Ｐ」に基づいて衛生環境管理に係る優先プロジェクト（モデ

ルプロジェクト）を選定し、そのＦ／Ｓを実施する。 

 3) 本件調査を通じて、メキシコ側Ｃ／Ｐに技術移転を行う。 

 

(2) 基本方針 

メキシコ政府のSEMARNATやその州支所、CNA、CAPA、キンタナロー州政府のSEDUMA、

自治体（オトン・ペ・ブランコ、フェリペ・カリジョ・プエルト、ソリダリダの３郡）、キン

タナロー州立大学、環境NGOｓ（シアン・カーンの友）などから出された現場の要望を把握

し、関係Ｃ／Ｐ機関との協力体制を構築する。本格調査はＣ／Ｐ機関と協調して行うが、調査

終了後はその提言に基づいてモデルプロジェクトの成果を、当該地域に普及させるために必

要となる事業実施資金を調達することが不可欠である。したがって、この分野における資金

協力を実施中であるIBD並びにメキシコのBANOBRASが、本格調査の初期の段階から参画で

きる体制を考慮する。ちなみに、この点についてはメキシコ財務省の国際資金協力総局次長

が、将来事業を実施するという観点からはBANOBRASの参画が重要であり、Ｃ／Ｐ代表機関で

あるSEMARNATが積極的な調整を実施することが重要との意見を述べている。したがって、

適正技術を用いた小規模集落の排水処理、廃棄物処理に関するモデル・プロジェクトを将来

普及させるためには、IBD資金の運用を管轄しているBANOBRASの代表が、本件ステアリン

グ・コミッティに入ることが必要であり、SEMARNATが適切な調整を行うように協議する。 

衛生環境（下水処理、廃棄物管理）に関しては、先方が既につくっている部分的なＭ／Ｐ
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に基づき、比較的規模の大きな下水処理施設（CNA、CAPA）や廃棄物の衛生埋立場（自治

体）などについては、メキシコシティーのコンサルタント会社が委託を受けて施設設計・施

工を行っているケースもある。しかしながら、自治体の本分野における人材の不足も影響し、

行政側が監督責任を果たせる体制が伴っていないことから、先方が今後本格的なＭ／Ｐを策

定するにあたり、JICAが開発調査によって協力する支援は大きい。キンタナロー州の開発調

査対象の３郡（オトン・ペ・ブランコ、フェリペ・カリジョ・プエルト、ソリダリダ）では、

IBD資金の活用を前提とした下水処理や廃棄物処理に関するＦ／Ｓなどが徐々に進行しつつあ

る。しかしながら、メキシコのコンサルタント会社などによって作成されたＦ／Ｓレポートの

熟度が、事業の実施に当たって必ずしもIBD並びにメキシコのBANOBRASの融資条件に達し

ていない可能性もある。したがって、事前調査の結果を踏まえて、先方の要望である衛生

環境Ｍ／Ｐ（2015年）の策定支援、並びに先行Ｆ／Ｓに対する部分的な支援を併せて行う。ま

た、小規模集落を対象とする排水処理、廃棄物処理のモデルプロジェクトを小規模なＦ／Ｓ

に基づいて、住民参加と環境啓蒙活動の実施を通じて実現する。 

なお、モデルプロジェクトの計画にあたっては、草の根無償資金協力によってマハワル地

区に建設された「コスタ・マヤ海岸管理研究モニタリングセンター」（環境NGOのシアン・

カーンの友が中心となって運営）に設置されている小規模排水処理施設（キンタナロー州立

大学の協力）の実験結果も参考とする。 

上に述べた事柄は、開発調査のあり方として調査後の事業実施を念頭にして行政組織強化

への支援に資するという重要なテーマでもあり、望ましい方向である。 

 

７－２ 調査対象地域 

ユカタン半島は特殊なカルスト地形であり、雨水が河川に流れ込むことなくすぐに地下に浸透

し地下水脈を形成している。これらの特性をもつ土壌で、よりよい成果を導くためにも対象地を

東部沿岸部、すなわちキンタナロー州沿岸地域を対象地域とする。なお、調査成果の確実な事業

実施及び他地域への波及性を考慮し、５つの自治体のうち、オペン・ペ・ブランコ、フェリペ・

カリジョ・プエルト、ソリダリダの３自治体の沿岸を対象とする。今後、顕著な人口増加が見込

まれる南部に対し、カンクンを中心とする北部は観光により既に開発されている地域で、自己収

入からの財源確保や相当程度の施設が整備されつつあるので、沿岸北部の２自治体は調査対象地

域から除外した。 

 

７－３ 調査内容及び範囲 

本格調査は、2002年10月23日に合意されたＳ／Ｗ及び同協議に関するＭ／Ｍに基づき、以下の

３つのフェーズに分けて実施するものとする。 



－80－

(1) フェーズ１：基礎調査 

既存関連データ・資料の収集、分析、現地調査並びにキンタナロー州の下水処理、廃棄物

管理に係る既存の戦略計画・施設整備計画の現状を分析し、衛生環境管理に係る課題を抽出

する。 

 1) 既存資料、情報の収集と分析 

 2) 現地踏査及び現地実査 

 3) 関連計画のレビュー及び分析 

 4) 社会・住民意識調査 

 5) 現状の評価及び問題の抽出 

 

(2) フェーズ２：衛生環境管理Ｍ／Ｐの策定と優先プロジェクトの選定 

上記の基礎調査に基づき、技術的代替案の検討を行ったうえで、2015年を目標年次とした

包括的な衛生環境管理Ｍ／Ｐを策定する。そのなかにおいて、衛生環境管理に係る優先プロ

ジェクトを選定する。 

 1) 下水及び廃棄物処理に係る技術的代替案の検討 

 2) 衛生環境管理Ｍ／Ｐの策定 

 3) 初期環境調査(Intial Environmental Examination：IEE) 

 4) Ｍ／Ｐの評価 

 5) 実施計画 

 6) モデルプロジェクトの内容検討及び実施地区の選定 

 

(3) フェーズ３：衛生環境管理に係る優先プロジェクトのＦ／Ｓ及びモデルプロジェクトの実施 

フェーズ２で選定された衛生環境管理に係る優先プロジェクトのＦ／Ｓを、モデルプロジェ

クトの実施を通じて行う。 

 1) 追加資料、情報の収集 

 2) 適正技術によるモデルプロジェクトの実施 

 3) 住民参加実施促進及び環境教育 

 4) 実施マニュアルの作成 

 5) プロジェクト評価 

 6) 事業計画策定 

 7) 国際セミナー 
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７－４ 調査工程及び要員計画 

調査期間は３つのフェーズで約20か月を想定している。第１フェーズは約５か月程度、第２フ

ェーズは約４か月程度、第３フェーズはモニタリング活動も含め約11か月を想定する。 

また、技術移転の重要性をかんがみ、要員は以下の各分野を効果的に組み合わせることを想定

する。 

・総括／環境管理 

・水理地質／地下水解析／電磁探査 

・下水道計画 

・下水処理施設計画・設計 

・廃棄物処理計画 

・廃棄物処理施設計画・設計 

・組織／法制度 

・経済・財務分析 

・初期環境調査 

 

７－５ 調査実施体制 

調整機関としてのSEMARNATキンタナロー支局 、実質的なＣ／Ｐ機関としてSEDUMA、州の下

水道事業を扱うCAPA、廃棄物処理事業を実施しているオトン･ペ･ブランコ、フェリペ・カリジ

ョ・プエルト及びソリダリダの３自治体がある。また、関係する機関として、CNA、CONANP等

がある。 

組織づくりや人材育成にはオンザジョブ・トレーニングによる技術移転が重要であると双方が

強調した｡本格調査団と十分なコミュニケーションを図るため、メキシコ側は英語を理解するＣ／

Ｐを配置することとする。Ｃ／ＰはSEMARNAT、CNA、州都市開発環境局、州上下水道公社、各

自治体を主とし、Ｍ／Ｍにそのリストを添付した。なお、１つの機関にすべての日本側調査団員

が執務するスペースがとれないため、各団員それぞれのＣ／Ｐの部署での執務となる。なお団長や

調整員及び会議スペースはSEMARNATが望ましい。 

 本調査で提案する計画の実施を円滑に進める観点から、上記機関から成るステアリング・コミ

ッティを組織することを提案した。事前調査団はメキシコ側に対し、ステアリング･コミッティの

機能を説明し、メキシコ側はこれを理解した｡ステアリング･コミッティはSEMARNATにより運営

され、CAPA、各自治体、国家自然保護区委員会、CNA等が参加する。本格調査団やJICAメキシ

コ事務所はオブザーバーとして参加する。また、財政当局や観光開発に係る機関のステアリング・

コミッティ参加も効果的な調査を行ううえで重要との認識を得た。BANOBRASがプロジェクトの

分析を行い国際機関からの融資の決定権をもっており、国際融資による地方自治の強化を担当し
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ているので、本調査に係るステアリング・コミッティにBANOBRASのキンタナロー州責任者が入

ること効果的であると考える。また必要に応じて、関連プロジェクトを実施している他ドナーの

同コミッティへのオブザーバー格での参加を認め、協力体制がとれるように十分留意することと

する。 

本地域で既に活動をしているUSAIDと情報交換を行い、効果的な調査実施や調査結果の実施の

ために必要に応じた活動の分担(環境教育等)などの協調を図る。具体的な協調内容については本

格調査団派遣後現場レベルで積極的に検討、実施を図る。 

 

７－６ 大学・NGO等ローカルリソースの活用 

 本格調査の実施にあたっては、環境問題への取組みに豊富な経験を有する大学、NGOを再委託

先として活用することが有効と考えられる。具体的には社会・住民意識調査、住民教育とそのモ

ニタリング、ごみ収集改善のための調査などである。再委託先候補としては、キンタナロー州立

大学、シアン・カーンの友などがある。いずれも、本調査のメキシコ側Ｃ／Ｐ機関と既に多くの事

業で協力の実績があり、今回調査で再委託先とすることに支障はないと考えられる。ただし、再

委託を行う場合でも、調査活動はＣ／Ｐとともに行い、調査終了後はＣ／Ｐのみで活動を継続でき

るよう必要な技術移転を行う必要がある。 

 

７－７ 調査用資機材 

 本調査を実地するうえでは、以下の機材が必要と想定される。 

・パソコン 

・プリンター（カラー） 

・複写機 

・ファクシミリ 

・車両（ミニバン） 

・車両（４WD） 

・車両（ごみ収集用トラック） 

・ホイルローダー 

・ハンマーミル 

・チェーンソー 

・さすまた、ショベル 

・くまで 

・手斧 

・手押し車 
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７－８ 調査実施上の留意点 

(1) 調査実施体制 

 本件の調整機関としてのSEMARNATキンタナロー支局、実質的なＣ／Ｐ機関として、

SEDUMA、州の下水道事業を扱うCAPA、廃棄物処理事業を実施しているオトン・ペ・ブラン

コ、フェリペ・カリジョ・プエルト及びソリダリダの３郡がある。また、関係する機関とし

て、CNA、CONAP等がある。 

 

(2) 技術移転 

 本開発調査はメキシコ側の主体的な調査に対し、JICAはサポートする調査であり、技術移

転が非常に重要でOJT（On-the-Job-Training）で先方Ｃ／Ｐの人材育成、組織づくりに貢献す

る。メキシコ側Ｃ／Ｐの知識・経験も豊富で、技術移転に関しては非常に高い関心を示している。 

 

(3) 調査結果の事業化 

 本調査で提案する計画の事業実施を円滑に進める観点から、財務省及びBANOBRAS等の財

政当局や観光開発に係る機関の参画が重要で、ステップごとにSEMARNATが連絡をとり実現

に向けて連携するように促進する必要がある。 

 

(4) モデルプロジェクト及びそのモニタリング 

 調査地は特殊なカルスト地形であり、適正技術を用いた小規模排水処理、廃棄物処理に関

する小規模モデルプロジェクトを実施、住民参加を促すことが重要である。調査期間中にモ

ニタリング期間を設け、現地の波及効果を高めることとする。調査を通じて、BANOBRAS等

との資金連携を促進するための支援策として、開発調査の結果を生かすようにする。 

 

(5) ローカルリソースの活用 

 本件を実施する際には、現地で活動し住民参加や社会調査の経験を有するNGOや大学等を

大いに活用することとする。また、日本の草の根無償資金協力によってマハワル地区に建設

された「コスタ・マヤ海岸管理研究モニタリングセンター」を効果的に活用することが重要

である。 

 

(6) 日米協調への留意 

 本案件は、日米コモンアジェンダに基づいて派遣された日米合同プロジェクト形成調査を

経て形成された案件であることから、特に本地域で既に活動をしているUSAIDと情報交換を行

い、効果的な調査実施や調査結果の実施のために必要に応じた検討を積極的に行うこととする。
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２．Ｓ／Ｗ及びＭ／Ｍ 

３．主要面談者リスト 

４．質問票 

５．収集資料リスト 

６．打合せ議事録 
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